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第 9 章. 総合評価 

本事業の実施が環境に及ぼす影響の評価は、以下の 2 つの視点から行った。 

 

①調査及び予測の結果並びに環境保全措置を検討した場合においては、その結果を踏

まえ、対象事業の実施により選定項目に係る要素に及ぼすおそれのある影響が、事業者

の実行可能な範囲内でできる限り回避又は低減されており、必要に応じその他の方法に

より環境保全についての配慮が適正になされているかどうか。 

 

②国又は地方公共団体が実施する環境の保全に関する施策によって、選定項目に係る

環境要素に関して基準及び目標が示されている場合には、当該基準又は目標と調査及び

予測の結果との間に整合が図られているか。 

 

 本事業の実施が環境に及ぼす影響については、既存の知見及び現地調査結果を踏まえ

て予測を行うとともに、環境保全措置の検討を行った結果、環境の保全に係る基準又は

目標との整合性は概ね図られ、環境への影響は環境保全措置の実施により事業者の実行

可能な範囲内でできる限り回避・低減されることから、環境保全への配慮は適正である

と判断した。 

 さらに、現在の知見では予測し得ない環境上の影響が生じた場合においても、必要に

応じて環境保全のための方策を講じることにより、本事業の実施による環境影響をでき

る限り小さくすることは可能であると考えられる。 

 以下に、調査、予測及び評価の結果の概要を表 9-1～表 9-13 に示す。 
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表 9-1（1） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

大

気

質

（

窒

素

酸

化

物

、

浮

遊

粒

子

状

物

質

）

 

工

事

の

実

施

（

建

設

機

械

の

稼

働

）

 

二酸化窒素、二酸化硫黄、浮遊粒子状物質及び微小粒子

状物質は全期間で環境基準を満足する結果であった。 

光化学オキシダントでは、大気の汚染に係る環境基準

値（0.06ppm 以下）を満足しない時間が秋季調査期間に 6

時間あった。なお、調査期間中の 10 月 29、30 日及び 11

月 3 日には、鹿児島県内の大気測定局においても環境基

準値を超過する濃度が観測されていたため、広域的な現象

と考えられる。 

 

調査項目 
年平 

均値 

1 時間値 日平均値 

最高値 
環境 

基準 
最高値 

環境 

基準 

二酸化窒素 

(ppm) 
0.001 0.005 ―― 0.003 

0.04～ 

0.06 

以下 

二酸化硫黄 

(ppm) 
0.002 0.055 

0.1 

以下 
0.011 

0.04 

以下 

浮遊 

粒子状物質 

(mg/m3) 

0.019 0.060 
0.2 

以下 
0.036 

0.1 

以下 

光化学 

オキシダント 

(ppm) 

0.030 0.070 
0.06 

以下 
--- 

微小 

粒子状物質 

(μg/m3) 

8 32 ―― 21 
35 

以下 

 

 

また、屋久島特別地域気象観測所における平成 23 年か

ら令和 2 年の風向・風速平年値（10 年間）は以下に示す

とおりである。 

 

観測月 
風向・風速(m/s) 

平均 最多風向 

1 月 6.2 西北西 

2 月 6.1 北西 

3 月 5.7 北西 

4 月 5.1 北西 

5 月 4.2 南 

6 月 3.5 南 

7 月 3.4 南 

8 月 4.0 南 

9 月 4.4 南 

10 月 5.5 北東 

11 月 5.0 西北西 

12 月 6.1 西北西 

通年 4.9 西北西 
 

ア.年平均値及び 1 日平均値の年間 98％値（2％除外値） 

工事期間中に寄与濃度が最大となる予測ケース及び予測地点は、二酸化

窒素でケース 1 の A3 地点、浮遊粒子状物質でケース 1 の A3 地点であり、

年平均値は二酸化窒素で 0.004ppm、浮遊粒子状物質で 0.019mg/m3 である。 

また、二酸化窒素の年間 98％値は 0.013ppm、浮遊粒子状物質の年間 2%除

外値は 0.047mg/m3 である。 

 

・二酸化窒素                    単位：ppm 

ケース 
予測 

地点 

寄与 

濃度 

① 

バックグラ

ウンド 

濃度② 

予測環境 

濃度 

(年平均値) 

①＋② 

予測環境濃度 

（1 日平均値の 

年間 98%値） 

ケース 1 

（4 年次） 

A2 0.001639 0.001 0.003 0.011 

A3 0.003216 0.001 0.004 0.013 

A4 0.002777 0.001 0.004 0.012 

最大

濃度 
0.006663 0.001 0.008 0.017 

 

・浮遊粒子状物質                   単位：mg/m3 

ケース 
予測 

地点 

寄与 

濃度 

① 

バックグ

ラウンド 

濃度② 

予測環境 

濃度 

(年平均値) 

①＋② 

予測環境濃度 

（1 日平均値の 

年間 2%除外値） 

ケース 1 

（4 年次） 

A2 0.000044 0.019 0.019 0.047 

A3 0.000125 0.019 0.019 0.047 

A4 0.000098 0.019 0.019 0.047 

最大

濃度 
0.000711 0.019 0.020 0.048 

 

 

イ.1 時間値 

浮遊粒子状物質の 1 時間値が工事期間中に最大となる予測ケースは夜間

のケース 2 であり、浮遊粒子状物質で 0.036mg/m3 である。 

 

単位：mg/m3 

区

分 
予測地点 

寄与 

濃度 

① 

バックグラ

ウンド濃度 

② 

予測環境 

濃度 

①＋② 

昼

間 
ケース 1（4 年次 8 ヶ月目） 0.009190 0.019 0.028 

夜

間 
ケース 2（5 年次 5 ヶ月目） 0.016800 0.019 0.036 

 

・施工計画において工事区域の細

分化及び施工時期の分散化を検

討する。 

 

・排出ガス対策型が普及している

建設機械等については、原則こ

れを使用する。 

 

・建設機械の整備不良による大気

汚染物質の発生を防止するた

め、整備・点検の徹底を促進す

る。 

 

・アイドリングストップの徹底や

空ぶかしの禁止、建設機械に過

剰な負荷をかけないよう留意す

る等、工事関係者に対して建設

機械の稼働方法の指導を行う。 

事後調査の要否 

→要 

 

採用した予測手法は、その

予測精度に係る知見が十分

に蓄積されていると判断で

きるが、予測条件とした工事

計画について現時点では不

確実性が含まれるため、予測

結果にも不確実性が含まれ

ると考えられる。一方、採用

した環境保全措置について

は、効果に係る知見が十分に

蓄積されていると判断でき、

効果の不確実性は小さい。 

以上のことから、予測結果

に不確実性が含まれるため、

事後調査を実施することと

した。 

ア.環境影響の回避・低減に係る

評価 

 

調査及び予測の結果、並びに

左記に示す環境保全措置を踏ま

えると、大気質の影響は、環境保

全措置を講じることにより、回

避又は低減がなされるものと考

えられる。 

以上のことから大気質の影響

については、事業者の実行可能

な範囲内で回避又は低減が図ら

れているものと評価する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基準又は

目標との整合性に係る評価 

 

予測結果と整合を図るべき基

準等との整合性を検討した評価

結果は、環境の保全に係る基準

又は目標との整合性が図られて

いるものと評価する。 

・二酸化窒素及び浮遊粒子状物質の評価結果（日平均値） 

ケース 項目 
予測 

地点 

寄与 

濃度 

① 

バックグ

ラウンド

濃度 

② 

予測環境 

濃度 

(年平均値) 

①＋② 

予測環境 

濃度 

（1日平均値の 

年間 98%値又

は 2%除外値） 

環境 

保全 

目標 

ケース 1 

（4 年次） 

二酸化 

窒素 

（ppm） 

A2 0.0016 0.001 0.003 0.011 
0.04～0.06 

のゾーン内 

又は 

それ以下 

A3 0.0032 0.001 0.004 0.013 

A4 0.0028 0.001 0.004 0.012 

最大 

濃度 
0.0067 0.001 0.008 0.017 

ケース 1 

（4 年次） 

浮遊 

粒子状 

物質 

（mg/m3） 

A2 0.0000 0.019 0.019 0.047 

0.10 以下 

A3 0.0001 0.019 0.019 0.047 

A4 0.0001 0.019 0.019 0.047 

最大 

濃度 
0.0007 0.019 0.020 0.048 

 

・浮遊粒子状物質の評価結果（1 時間値）                  単位：mg/m3 

区

分 
予測地点 

寄与濃度 

① 

バックグラウ

ンド濃度 

② 

予測環境濃度 

①＋② 
環境保全目標 

昼

間 
ケース 1（4 年次 8 ヶ月目） 0.009 0.019 0.028 

0.20 以下 
夜

間 
ケース 2（5 年次 5 ヶ月目） 0.017 0.019 0.036 
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表 9-1（2） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

大

気

質

（

粉

じ

ん

等

）

 

工

事

の

実

施

（

造

成

等

の

施

工

に

よ

る

一

時

的

な

影

響

及

び

建

設

機

械

の

稼

働

）

 

調査の結果、降下ばいじん量は、A2

で 1.25～3.60t/km2/月、A3 で 1.37～

4.14t/km2/月、A4 で 1.34～4.77t/km2/

月であった。 

降下ばいじんは、環境基準等の基準値

は設定されていないため、「地域住民の

中に不快、不健康感を訴えるものが増

加する。」とされている不快感の目安値

（20t/km2/月）と比較すると、全季、全

調査地点で不快感の目安値を下回って

いた。 

単位：t/km2/月 

調査地点 

 

調査時期 

A2 A3 A4 

秋季 1.26 3.44 2.67 

冬季 3.60 4.14 4.77 

春季 1.62 1.38 1.34 

夏季 1.25 1.37 1.34 

4 季平均 1.93 2.58 2.53 
 

降下ばいじん工事期間中に最も寄与濃度が高くなる予測
ケース及び予測地点はケース 1 の A2 地点の秋季であり、
0.67t/km2/月である。予測結果で最も濃度が高くなるのはケ
ース 1 の A3 地点の秋季であり、3.78t/km2/月である。 

また、敷地境界付近の最大濃度は飛行場の南東側で多く出現し

ている。 

単位：t/km2/月 

区
分 

ケース 
予測 
地点 

春季 夏季 秋季 冬季 

寄
与 
濃
度 

ケース 1 

（4 年次） 

A2 0.34 0.67 0.52 0.11 

A3 0.22 0.45 0.34 0.30 

A4 0.20 0.30 0.23 0.27 

最大濃
度地点 

4.15 6.85 3.61 2.78 

ケース 2 

（5 年次） 

A2 0.65 0.58 0.45 0.49 

A3 0.22 0.55 0.20 0.09 

A4 0.20 0.36 0.13 0.08 

最大濃
度地点 

6.17 3.01 0.70 0.93 

予
測 
結
果 

ケース 1 

（4 年次） 

A2 1.96 1.92 1.78 3.71 

A3 1.60 1.82 3.78 4.44 

A4 1.54 1.64 2.90 5.04 

最大濃
度地点 

5.77 8.22 6.28 7.55 

ケース 2 

（5 年次） 

A2 2.27 1.83 1.71 4.09 

A3 1.60 1.92 3.64 4.23 

A4 1.54 1.70 2.80 4.85 

最大濃
度地点 

7.79 4.38 3.37 5.70 
 

・施工計画において工事区域の細分化及

び施工時期の分散化を検討する。 

 

・住居側敷地境界に仮囲い（粉じんネッ

ト）を設置し粉じん等の飛散を防止す

る。 

 

・施工範囲及びその周辺の環境状況を目

視確認し、砂ぼこりがたつような強風が

吹く場合には、散水により土壌粒子の巻

き上がりを抑制する。 

 

・植生の生育基盤を整備する。なお、法面

の緑化は、在来の種の定着を促すため、

栽培品種等の植栽・播種は行わず、植生

の生育基盤を確保し、法面の侵食を防止

する方法とする。なお、一般的に在来
草本類の定着には 1～3 年、先駆性
樹種の生育には 3～5 年を要すると
されているため、この期間を目安と
して在来種の定着状況を判断し、在
来種の定着が見られない場合は現
地在来種の種子を採取し播種、又は
苗による緑化を検討する。 

事後調査の要否 

→要 

 

採用した予測手法は、その予測精度

に係る知見が十分に蓄積されていると

判断できるが、予測条件とした工事計

画について現時点では不確実性が含ま

れるため、予測結果にも不確実性が含

まれると考えられる。一方、採用した

環境保全措置については、効果に係る

知見が十分に蓄積されていると判断で

き、効果の不確実性は小さい。 

以上のことから、予測結果に不確実

性が含まれるため、事後調査を実施す

ることとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記に示す

環境保全措置を踏まえると、大気質の影響

は、環境保全措置を講じることにより、回避

又は低減がなされるものと考えられる。 

以上のことから大気質の影響について

は、事業者の実行可能な範囲内で回避又は

低減が図られているものと評価する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基準又は目標との整

合性に係る評価 

 

予測地点とした全ての地点で環境保全目

標を下回っており、また敷地境界付近の最

大濃度地点においても環境保全目標を下回

っていることから、環境の保全に係る基準

又は目標との整合性が図られているものと

評価した。 

 

・評価結果 

単位：t/km2/月 

ケース 予測地点 春季 夏季 秋季 冬季 環境保全目標 

ケース 1 

（4 年次） 

A2 0.34 0.67 0.52 0.11 

10 以下 

A3 0.22 0.45 0.34 0.30 

A4 0.20 0.30 0.23 0.27 

最大濃度地点 4.15 6.85 3.61 2.78 

ケース 2 

（5 年次） 

A2 2.27 1.83 1.71 4.09 

A3 1.60 1.92 3.64 4.23 

A4 1.54 1.70 2.80 4.85 

最大濃度地点 7.79 4.38 3.37 5.70 
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表 9-1（3） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

大

気

質

（

窒

素

酸

化

物

、

浮

遊

粒

子

状

物

質

）

 

工

事

の

実

施

（

資

材

等

運

搬

車

両

の

運

行

）

 

 ・二酸化窒素 

 

二酸化窒素の寄与濃度の年平均値は 0.0002ppm となった。 

バックグラウンド濃度を含めた二酸化窒素の予測環境濃度の年平均値は、

0.001ppm となった。 

年平均値を日平均値の年間 98％値に換算した結果、予測結果は 0.010ppm

となった。 

 

単位：ppm 

予測 

地点 

寄与 

濃度 

バックグラウンド 

濃度 

予測環境 

濃度 

日平均値の 

年間 98％値 

C1 0.00001 0.001 0.001 0.010 

C2 0.00001 0.001 0.001 0.010 

 

 

・浮遊粒子状物質 

 

浮遊粒子状物質の寄与濃度の年平均値は 0.0000003mg/m3 となった。 

バックグラウンド濃度を含めた浮遊粒子状物質の予測環境濃度の年平

均値は 0.019mg/m3 となった。年平均値を日平均値の年間 2％除外値に換算

した結果、予測結果は 0.047mg/m3 となった。 

 

単位：mg/m3 

予測 

地点 

寄与 

濃度 

バックグラウンド 

濃度 

予測環境 

濃度 

日平均値の 

年間 2％除外値 

C1 0.0000003 0.019 0.019 0.047 

C2 0.0000003 0.019 0.019 0.047 
 

・排出ガス対策型が普及している資材等運

搬車両については、原則これを使用する。 

・資材等運搬車両の整備不良による大気汚

染物質の発生を防止するため、整備・点検

の徹底を促進する。 

 

・工事関係者に対し可能な限り乗合通勤を

奨励する。 

 

・アイドリングストップの徹底や空ぶかし

の禁止、法定速度の順守や車両に過剰な

負荷をかけないよう留意する等、工事関

係者に対して資材等運搬車両の運行方法

の指導を行う。 

 

・工事区域内で稼働するダンプトラックな

どはできる限り工事区域内に留置させ、

一般公道の走行台数を減少する。 

 

・資材等運搬車両の運行による環境影響を

より低減させるため、資材等運搬車両が

集中しないように、工事工程等の管理や

配車の計画を検討する。また、配車計画等

を検討する際は、資材等運搬車両の運行

時間帯が通勤時間帯等の混雑時と可能な

限り重ならないように配慮する。 

事後調査の要否 

→要 

 

採用した予測手法は、その予測精度に係る知

見が十分に蓄積されていると判断できるが、予

測条件とした工事計画について現時点では不

確実性が含まれるため、予測結果にも不確実性

が含まれると考えられる。一方、採用した環境

保全措置については、効果に係る知見が十分に

蓄積されていると判断でき、効果の不確実性は

小さい。 

以上のことから、予測結果に不確実性が含ま

れるため、事後調査を実施することとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記に示す環境保全

措置を踏まえると、大気質の影響は、環境保全措置

を講じることにより、回避又は低減がなされるもの

と考えられる。 

以上のことから大気質の影響については、事業者

の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られてい

るものと評価する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基準又は目標との整合性に係

る評価 

 

予測結果と整合を図るべき基準等との整合性を

検討した評価結果は、環境の保全に係る基準又は目

標との整合性が図られているものと評価する。 

 

 

・二酸化窒素の評価結果 

単位：ppm 

予測地点 寄与濃度 
バックグラウン

ド濃度 
予測環境濃度 

日平均値の年

間 98％値 
環境保全目標 

C1 0.00001 0.001 0.001 0.010 0.04～0.06

のゾーン内 

又はそれ以下 C2 0.00001 0.001 0.001 0.010 

 
・浮遊粒状物質の評価結果  

単位：mg/m3 

予測地点 寄与濃度 
バックグラウン

ド濃度 
予測環境濃度 

日平均値の年

間 2％除外値 
環境保全目標 

C1 0.0000003 0.019 0.019 0.047 
0.10 以下 

C2 0.0000003 0.019 0.019 0.047 
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表 9-1（4） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

大

気

質

（

粉

じ

ん

等

）

 

工

事

の

実

施

（

資

材

等

運

搬

車

両

の

運

行

）

 

 降下ばいじん量の寄与分の値は、C1 で最大 3.67ｔ/km2/月、

C2 で最大 4.84t/km2/月となった。 

 

単位：t/km2/月 

区分 予測地点 春季 夏季 秋季 冬季 

寄与 

濃度 

C1 0.09 0.21 0.12 0.07 

C2 0.08 0.19 0.11 0.07 

予測 

結果 

C1 1.71 1.46 1.38 3.67 

C2 1.42 1.53 2.78 4.84 
 

・一般公道への出口手前にタイヤ洗浄施設（湿

式洗浄）等を設置し、タイヤ洗浄後に、場外

に出場する。 

 

・工事現場入口付近の路面へ散水し、必要に応

じて清掃を行う。 

 

・一般公道へ出場する資材等運搬車両のうち、

粉じん等の飛散のおそれがある場合には、荷

台のシート掛けを行う。 

事後調査の要否 

→要 

 

採用した予測手法は、その予測精度に係る知

見が十分に蓄積されていると判断できるが、予

測条件とした工事計画について現時点では不

確実性が含まれるため、予測結果にも不確実性

が含まれると考えられる。一方、採用した環境

保全措置については、効果に係る知見が十分に

蓄積されていると判断でき、効果の不確実性は

小さい。 

以上のことから、予測結果に不確実性が含ま

れるため、事後調査を実施することとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記に示す環境

保全措置を踏まえると、大気質の影響は、環境

保全措置を講じることにより、回避又は低減が

なされるものと考えられる。 

以上のことから大気質の影響については、事

業者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図

られているものと評価する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基準又は目標との整合性

に係る評価 

 

予測結果と整合を図るべき基準等との整合

性を検討した評価結果は、環境の保全に係る基

準又は目標との整合性が図られているものと

評価する。 

 

 

・評価結果 
 

単位：t/km2/月

予測地点 春季 夏季 秋季 冬季 環境保全目標 

C1 1.71 1.46 1.38 3.67 
10 以下 

C2 1.42 1.53 2.78 4.84 
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表 9-1（5） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査 

結果 
予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

大

気

質

（

窒

素

酸

化

物

、

浮

遊

粒

子

状

物

質

） 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

航

空

機

の

運

航

及

び

飛

行

場

施

設

の

供

用

） 

 二酸化窒素の寄与濃度の年平均値は 0.000959～0.001076ppm となった。バックグラウンド濃度を

含めた二酸化窒素の予測環境濃度の年平均値は 0.001959～0.002076ppm となった。年平均値を日平

均値の年間 98％値に換算した結果、予測結果はいずれの予測地点も 0.010ppm となった。 

浮遊粒子状物質の寄与濃度の年平均値は 0.000051～0.000586mg/m3 となった。バックグラウンド

濃度を含めた浮遊粒子状物質の予測環境濃度の年平均値は 0.019051～0.019586mg/m3 となった。年

平均値を日平均値の年間 2％除外値に換算した結果、予測結果は 0.047～0.048mg/m3 となった。 

なお、航空機の運航に伴う寄与濃度の最大値は、二酸化窒素は A3 地点で 0.001063ppm であり、

浮遊粒子状物質は A3 地点で 0.000586mg/m3 である。 

飛行場の施設の供用に伴う寄与濃度の最大値は、二酸化窒素は A3 地点で 0.000014ppm であり、

浮遊粒子状物質は A2～4 地点で 0.000000mg/m3 である。 

また、航空機の運航及び飛行場の施設の供用に伴う二酸化窒素の最大着地地点では、日平均値の年

間 98％値は 0.016ppm、浮遊粒子状物質の最大着地点では、日平均値の年間 2％除外値は 0.051mg/m3

であった。 

 

予測 

項目 

予測 

地点 

年平均値 

日平均値の

年間98%値 
（2%除外値） 

寄与濃度① 
バックグラ

ウンド 

濃度② 

予測 

環境 

濃度 

①＋② 

航空機 

の運航 

A 

飛行場の 

施設の供用 

B 

計 

A＋B 

二酸化 

窒素 

（ppm） 

A2 0.001049 0.000000 0.001049 0.001 0.002049 0.010 

A3 0.001063 0.000014 0.001076 0.001 0.002076 0.010 

A4 0.000955 0.000004 0.000959 0.001 0.001959 0.010 

最大濃

度地点 
0.005448 0.001 0.006448 0.016 

浮遊 

粒子状 

物質 

（mg/m3） 

A2 0.000051 0.000000 0.000051 0.019 0.019051 0.047 

A3 0.000586 0.000000 0.000586 0.019 0.019586 0.048 

A4 0.000112 0.000000 0.000112 0.019 0.019112 0.047 

最大濃

度地点 
0.002160 0.019 0.021160 0.051 

 

・効率的な施設整備や飛行場の運用方法

の検討により、航空機地上走行時間が

短縮されるよう配慮する。  
 
・空港関連施設におけるエネルギーの使

用削減を図る。  
 
・空港関連車両からの大気汚染物質の排

出量を抑えるため、低公害車（電気、

ハイブリッド、低燃費・低排出ガス認

定車等）の導入促進を図る。  

事後調査の要否 

→否 

 

採用した予測手法は、その予測精度に係

る知見が十分に蓄積されていると判断で

き、予測の不確実性は小さい。また、採用

した環境保全措置については、効果に係る

知見が十分に蓄積されていると判断でき、

効果の不確実性は小さい。よって、事後調

査は行わないものとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 
調査及び予測の結果、並びに左記に

示す環境保全措置を踏まえると、大気

質の影響は、環境保全措置を講じるこ

とにより、回避又は低減がなされるも

のと考えられる。  
以上のことから大気質の影響につい

ては、事業者の実行可能な範囲内で回

避又は低減が図られているものと評価

する。  
 
 
イ.環境の保全に係る基準又は目標と

の整合性に係る評価 

 
予測結果と整合を図るべき基準等と

の整合性を検討した評価結果は、環境

の保全に係る基準又は目標との整合性

が図られているものと評価する。  
 

 

・評価結果 

 

予測項目 予測地点 

年平均値 
日平均値の 

年間98%値 

（2%除外値） 

環境保全 

目標 寄与濃度 

① 

バックグラウンド 

濃度 

② 

予測結果 

①＋② 

二酸化窒素 

（ppm） 

A3 0.0010 0.001 0.0020 0.010 

0.04～0.06 の

ゾーン内又は

それ以下 

A2 0.0011 0.001 0.0021 0.010 

A4 0.0010 0.001 0.0020 0.010 

最大濃度地点 0.0054 0.001 0.0064 0.016 

浮遊粒子状物質 

（mg/m3） 

A3 0.0000 0.019 0.0190 0.047 

0.10 以下 
A2 0.0006 0.019 0.0196 0.048 

A4 0.0001 0.019 0.0191 0.047 

最大濃度地点 0.0021  0.019 0.0212 0.051 
 

  



 

9-7   

（1151） 

表 9-2（1） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

騒

音

 

工

事

の

実

施

（

建

設

機

械

の

稼

働

）

 

・環境騒音 

調査対象地域において騒音に係る環境基

準の類型指定はなされていないが、現況の騒

音レベルの程度について示すため、「道路に

面する地域以外の地域[一般地域]に係る環

境基準の B 類型」参考に比較した。B1 の昼間

の時間帯を除き、この参考とした類型の環境

基準値を上回る結果であった。なお、調査地

点は県道 77 号沿道に位置しており、主な音

源は道路交通騒音であった。このため、「幹線

交通を担う道路に近接する空間」における環

境基準値と参考に比較すると、調査結果は環

境基準値を下回る値であった。 

 

時間帯 

等価騒音レベル 

（LAeq）（dB） 環境基準値 

（参考） 
B1 B2 B3 

昼間 48 57 56 55 以下 

夜間 46 51 56 45 以下 

注）昼間：6～22 時、夜間：22 時～翌 6 時 

ア.建設機械の稼働に伴う敷地境界上における騒音レベル 

 

敷地境界上で最大となる地点における騒音レベルは（LA5）

は、昼間工事では 75dB、夜間工事では 75dB である。 

単位：dB 

予測時期 時間帯 予測地点 

建設機械の 

騒音レベル

（LA5） 

4 年次 6

～2 月 
昼間 

対象事業実施

区域境界 

（調査地点Ｂ2

の近傍） 

75 

5 年次 5

～8 月 
夜間 

対象事業実施

区域境界 

（調査地点Ｂ1

の近傍） 

75 

 

イ．建設機械の稼働に伴う予測地点（現地調査地点）における

騒音レベル 

 

予測地点（現地調査地点）における等価騒音レベル（LAeq）

の予測結果は、B1 では昼間 62dB、夜間 58dB、B2 では昼間 63dB、

夜間 58dB、B3 では昼間 60dB、夜間 59dB であった。 

 

単位：dB 

予測 

時期 

時

間 

区

分 

予測

地点 

現況等価 

騒音レベル 

（LAeq）① 

建設機械の 

騒音レベル 

（LAeq）② 

合成騒音 

レベル

（LAeq） 

①+② 

4 年次 

6～2 月 

昼

間 

B1 48 62 62 

B2 57 62 63 

B3 56 57 60 

5 年次 

5～8 月 

夜

間 

B1 46 58 58 

B2 51 58 59 

B3 56 55 59 

注）昼間：6～22 時、夜間：22 時～翌 6 時 

 

 

・施工計画において工事区域の

細分化及び施工時期の分散化

を検討する。 

 

・低騒音型建設機械の使用を原

則とし、超低騒音型建設機械が

普及している建設機械につい

ては、これを積極的に使用す

る。 

 

・建設機械の整備不良による騒

音の発生を防止するため、整

備・点検の徹底を促進する。 

 

・アイドリングストップの徹底

や空ぶかしの禁止、建設機械に

過剰な負荷をかけないよう留

意する等、工事関係者に対して

建設機械の稼働方法の指導を

行う。 

事後調査の要否 

→要 

 

採用した予測手法は、その

予測精度に係る知見が十分に

蓄積されていると判断できる

が、予測条件とした工事計画

について現時点では不確実性

が含まれるため、予測結果に

も不確実性が含まれると考え

られる。一方、採用した環境保

全措置については、効果に係

る知見が十分に蓄積されてい

ると判断でき、効果の不確実

性は小さい。 

以上のことから、予測結果

に不確実性が含まれるため、

事後調査を実施することとし

た。 

 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記に示す環境保全措置

を踏まえると、騒音の影響は、環境保全措置を講じるこ

とにより、回避又は低減がなされるものと考えられる。 

以上のことから騒音の影響については、事業者の実行

可能な範囲内で回避又は低減が図られているものと評価

する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基準又は目標との整合性に係る評

価 

 

予測結果と整合を図るべき基準等との整合性を検討し

た評価結果は、環境の保全に係る基準又は目標との整合

性が図られているものと評価する。 

 

表 整合を図るべき基準等との整合性 

に係る評価結果（敷地境界） 

単位：dB 

時間区分 予測地点 

予測結果 

騒音レベ

ル 

（LA5） 

環境保全目

標 

昼間・ 

夜間 

対 象 事 業 実 施

区域境界の 

最大値地点 

75 85 

 

 

表 整合を図るべき基準等との整合性に 

係る評価結果（現地調査地点） 

単位：dB 

時間 

区分 
予測地点 

予測結果 

騒音レベル 

（LAeq） 

環境保全目標 

昼間 

B1 62 

70 B2 63 

B3 60 

夜間 

B1 58 

65 B2 59 

B3 59 

注）昼間：6～22 時、夜間：22 時～翌 6 時 
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表 9-2（2） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

騒

音

 

工

事

の

実

施

（

資

材

等

運

搬

車

両

の

運

行

）

 

・道路交通騒音 

調査対象地域において騒音に係る環境基準の

類型指定はなされていないが、現況の騒音レベ

ルの程度について示すため、「幹線交通を担う道

路に近接する空間」における環境基準値と比較

した。 

調査結果は全地点のすべての時間帯で、参考

とした環境基準値を下回る結果であった。 

 

調査 

時期 

時 

間 

帯 

等価騒音レベル 

（LAeq）（dB） 環境基準値 

（参考値） 
C1 C2 

平日 
昼間 64 62 70 以下 

夜間 55 51 65 以下 

休日 
昼間 64 61 70 以下 

夜間 55 51 65 以下 

注）昼間：6～22 時、夜間：22 時～翌 6 時 

資材等運搬車両による騒音レベルの増加分は、昼間は 1dB 以

下、夜間は 9.1～9.3dB であり、現況等価騒音レベルに資材等

運搬車両を加味した等価騒音レベルは、昼間が 62.9～65.0dB、

夜間が 60.1～64.3dB である。 

 

表 資材等運搬車両の運行に伴う道路交通騒音 

予測結果（4 年次 10 月 昼間） 

単位：dB 

予測 

地点 

現況等価 

騒音レベル 

① 

資材等運搬車両の 

運行に伴う騒音 

レベルの増加分 

② 

資材等運搬車両 

を加味した等価 

騒音レベル 

①+② 

C1 64 1.0 65.0 

C2 62 0.9 62.9 

注）昼間：6～22 時 

 

表 資材等運搬車両の運行に伴う道路交通騒音 

予測結果（6 年次 2 月 夜間） 

単位：dB 

予測 

地点 

現況等価 

騒音レベル 

① 

資材等運搬車両の 

運行に伴う騒音 

レベルの増加分 

② 

資材等運搬車両 

を加味した等価 

騒音レベル 

①+② 

C1 55 9.3 64.3 

C2 51 9.1 60.1 

注）夜間：22 時～翌 6 時 

・夜間の土砂搬入に伴う資機材運搬車

両の走行による騒音影響の低減を図

るため、運行台数を調整し、極力昼間

に運行するよう運行計画を策定す

る。  
 
・資材等運搬車両の整備不良による騒

音の発生を防止するため、整備・点検

の徹底を促進する。  
 
・工事関係者に対し可能な限り乗合通

勤を奨励する。  
 
・アイドリングストップの徹底や空ぶ

かしの禁止、法定速度の順守や車両

に過剰な負荷をかけないよう留意す

る等、工事関係者に対して資材等運

搬車両の運行方法の指導を行う。  
 
・工事区域内で稼働するダンプトラッ

クなどはできる限り工事区域内に留

置させ、一般公道の走行台数を減少

する。  
 
・建設作業機械の稼働との複合影響を

含め、資材等運搬車両の運行による

環境影響をより低減させるため、資

材等運搬車両が集中しないように、

工事工程等の管理や配車の計画を検

討する。また、配車計画等を検討する

際は、資材等運搬車両の運行時間帯

が通勤時間帯等の混雑時と可能な限

り重ならないように配慮する。  
 
・工事に伴う騒音の影響を受けるおそ

れがある住宅等に対して、騒音低減

のための防音シート等の設置を行

う。  

事後調査の要否 

→要 

 

採用した予測手法は、その予測精度

に係る知見が十分に蓄積されている

と判断できるが、予測条件とした工事

計画について現時点では不確実性が

含まれるため、予測結果にも不確実性

が含まれると考えられる。一方、採用

した環境保全措置については、効果に

係る知見が十分に蓄積されていると

判断でき、効果の不確実性は小さい。 

以上のことから、予測結果に不確実

性が含まれるため、事後調査を実施す

ることとした。 

 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記に示

す環境保全措置を踏まえると、騒音の影

響は、環境保全措置を講じることによ

り、回避又は低減がなされるものと考え

られる。 

以上のことから騒音の影響について

は、事業者の実行可能な範囲内で回避又

は低減が図られているものと評価する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基準又は目標との

整合性に係る評価 

 

環境保全措置を反映した予測結果と

整合を図るべき基準等との整合性を検

討した評価結果は、環境の保全に係る基

準又は目標との整合性が図られている

ものと評価する。 

 

・評価結果 

単位：dB 

予測 

地点 
区分 

現況等価騒音 

レベル 

資材等運搬車両を加味 

した等価騒音レベル 
環境保全目標 

C1 
昼間 64 65 70 以下 

夜間 55 64 65 以下 

C2 
昼間 62 63 70 以下 

夜間 51 60 65 以下 
 

複

合

影

響 

資機材等運搬車両の走行に伴う等価騒音レ

ベルは環境保全目標を満足すると評価され

る。ただし、工事期間中には建設作業機械の

稼働に伴い現況に比べて周辺の騒音レベル増

加することが想定されることから、建設作業

機械の稼働と資機材等運搬車両の運行の複合

影響について試算し、参考として、その結果

を記載する。  
予測の危険側を考慮し、建設機械稼働の影

響と資機材運搬車両の運行の影響のそれぞれ

の最大値が仮に重複した時点を予測時期と

し、それぞれの騒音レベルを合成して複合影

響を求めた。  
 

複合影響は環境保全目標を満足する結果となった。ただし、B1地点の夜間では環境保全目標と同値となることから、影響をより低減させることが求められる。 

そこで、保全対象となる住居等の施設付近への防音シートの設置、工事工程の調整等の環境保全措置を講じることとする。 

 

表 複合影響の予測結果 

                                  単位：dB 

予測地点 区分 建設機械稼働騒音 
資機材等運搬車両 

走行騒音 
複合影響 環境保全目標 

B1（C1） 
昼間 62 65 67 70 以下 

夜間 58 64 65 65 以下 

B3（C2） 
昼間 63 63 66 70 以下 

夜間 59 60 62 65 以下 
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表 9-2（3） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

騒

音

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

航

空

機

の

運

航

）

 

・航空機騒音 

調査対象地域において騒音に係る環境基準の類

型指定はなされていない。ここでは、現況の騒音レ

ベルの程度について示すため、調査結果の四季平均

と航空機騒音に係る環境基準「Ⅰ類型」を比較した。

D1 では 41.9dB、D2 では 43.7dB、D3 では 55.9dB、

D4 では 39.4dB であり、全地点でⅠ類型の環境基準

値よりも小さい結果であった。 

D1 及び D4 では離着陸時の飛行騒音が、D2 では離

着陸時の飛行騒音及び一部地上騒音（タクシーイン

グ）が、D3 では離着陸時の飛行騒音及び地上騒音

（エンジン試運転、タクシーイング）が主音源であ

った。 

 

調査 

時期 

時間帯補正等価騒音レベル

（Lden）（dB） 環境基準値 

（参考） 
D1 D2 D3 D4 

秋季 38 41 52 36 

57 以下 

冬季 42 45 57 40 

夏季 43 44 56 41 

秋季 43 44 57 39 

四季 

平均 
41.9 43.7 55.9 39.4 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

・必要に応じて騒音軽減運航方

式（離陸時の急上昇方式、着陸

時のディレイド・フラップ進

入方式等）を運行会社に要請

する。 

事後調査の要否 

→否（環境監視調査を実施） 

 

航空の運航に係る航空機

騒音については、定量的な

予測により、予測の不確実

性は小さいが、現況に比べ

て環境影響が拡大すること

から、周辺環境に配慮して

環境監視調査を実施する。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記に示す環境

保全措置を踏まえると、騒音の影響は、環境保全

措置を講じることにより、回避又は低減がなさ

れるものと考えられる。 

以上のことから騒音の影響については、事業

者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られ

ているものと評価する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基準又は目標との整合性

に係る評価 

 

予測結果と整合を図るべき基準等との整合性

を検討した評価結果は、環境の保全に係る基準

又は目標との整合性が図られているものと評価

する。 

 

・評価結果 

単位:dB 

予測 

地点 

現況 

再現値 

将来 

予測値 

環境保全 

目標 

D1 43.4 49.6 

57 以下 
D2 47.4 55.6 

D3 54.6 55.7 

D4 41.8 48.3 

 

 

 

  

図 航空機騒音の将来予測結果 

予測 

地点 

現況再現値 

(dB) 

将来予測値 

(dB) 

D1 43.4 49.6 

D2 47.4 55.6 

D3 54.6 55.7 

D4 41.8 48.3 
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表 9-3（1） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

振

動

 

工

事

の

実

施

（

建

設

機

械

の

稼

働

）

 

・環境振動 

E1～E3 における振動レベルＬ10 は、24 時間

の全ての時間帯で測定下限値の 25dB 未満であ

り、人が振動を感じ始める振動レベルとされ

る振動感覚閾値（55dB）を下回っていた。 

 

時 

間 

帯 

地点別測定結果（80％レン

ジの上端値:L10）(dB) 
振動 

感覚 

閾値 E1 E2 E3 

昼間 25 未満 25 未満 25 未満 
55 

夜間 25 未満 25 未満 25 未満 

注）昼間：8 時～19 時、夜間：19 時～翌 8 時 

 

ア.建設機械の稼働に伴う敷地境界上における振動レベル 

 

敷地境界上で最大となる地点における振動レベル（L10）は、

60dB であった。 

単位：dB 

予測時期 最大となる地点 
建設機械の 

振動レベル 

4 年次 

1～2 月 

（昼間） 

対象事業実施区域境界 

（調査地点 E1 の近傍） 
60 

6 年次 

10～12 月 

（夜間） 

対象事業実施区域境界 

（調査地点 E1 の近傍） 
58 

 

イ.建設機械の稼働に伴う予測地点（現地調査地点）における振

動レベル 

 

予測地点（現地調査地点）における振動レベル（L10）の予測

結果は、建設機械の振動レベル（L10）は 36～54dB、合成振動レ

ベル（L10）は 36～54dB である。 

 

単位：dB 

予測 

時期 

予測 

地点 

現況振動 

レベル 

（L10）① 

建設機械の 

振動レベル 

（L10）② 

合成振動 

レベル（L10） 

①+② 

4 年次 

1～2 月 

（昼間） 

E1 <25 49 49 

E2 <25 52 52 

E3 <25 36 36 

6 年次 

10 ～ 12

月 

（夜間） 

E1 <25 47 47 

E2 <25 54 54 

E3 <25 37 37 
 

・施工計画において工事区域の

細分化及び施工時期の分散化

を検討する。 

 

・低振動建設作業機械が普及し

ている建設機械については、

積極的にこれを使用する。 

 

・建設機械の整備不良による振

動の発生を防止するため、整

備・点検の徹底を促進する。 

 

事後調査の要否 

→要 

 

採用した予測手法は、その

予測精度に係る知見が十分に

蓄積されていると判断できる

が、予測条件とした工事計画

について現時点では不確実性

が含まれるため、予測結果に

も不確実性が含まれると考え

られる。一方、採用した環境保

全措置については、効果に係

る知見が十分に蓄積されてい

ると判断でき、効果の不確実

性は小さい。 

以上のことから、予測結果

に不確実性が含まれるため、

事後調査を実施することとし

た。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記に示す環境保全措置

を踏まえると、振動の影響は、環境保全措置を講じるこ

とにより、回避又は低減がなされるものと考えられる。

以上のことから振動の影響については、事業者の実行可

能な範囲内で回避又は低減が図られているものと評価

する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基準又は目標との整合性に係る評

価 

 

敷地境界上における評価結果は、環境の保全に係る基

準又は目標との整合性が図られているものと評価した。 

また、現地調査地点においては、全ての地点では、環

境の保全に係る基準又は目標との整合性が図られてい

るものと評価した。 

 

・整合を図るべき基準等との整合性に係る評価結果

（敷地境界） 

単位：dB 

時間 

区分 
予測地点 

予測結果 

振動レベ

ル 

（L10） 

環境保全目

標 

昼間 

対象事業実施

区域境界の 

最大値地点 

60 75 以下 

 

 

・整合を図るべき基準等との整合性に係る評価結果

（現地調査地点） 

単位：dB 

時間区分 

予測地点 

（現地調査地

点） 

予測結

果 

振動レ

ベル 

（L10） 

環境保全目

標 

昼間 E1 49 

55 
夜間 

E2 54 

E3 37 
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表 9-3（2） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

振

動

 

工

事

の

実

施

（

資

材

等

運

搬

車

両

の

運

行

）

 

・道路交通振動 

調査対象地域において、振動規制法に基づく地域指

定はなされていないが、振動レベルの程度を示すた

め、要請限度のうち、最も厳しい第 1 種区域の値との

比較を行った。 

調査結果は全地点のすべての時間帯でこの参考と

した要請限度値よりも小さい値であった。 

 

調査 

時期 

時 

間 

帯 

地点別測定結果（80％ 

レンジの上端値:L10） 

(dB) 
要請限度値 

(第 1 種区域) 

F1 F2 

平日 
昼間 38 33 65 

夜間 27 26 60 

休日 
昼間 37 33 65 

夜間 26 26 60 

注）昼間：8 時～19 時、夜間：19 時～翌 8 時 

 

資材等運搬車両による振動レベルの増加分は、昼間は 1.9～

2.2dB、夜間は 8.8～9.4dB であり、資材等運搬車両を加味した振

動レベルは昼間が 34.9～40.2dB、夜間が 34.8～36.4dB である。 

 

表 資材等運搬車両の運行に伴う道路交通振動 

予測結果（4 年次 10 月目 昼間） 

単位：dB 

予測 

地点 

現況振動 

レベル① 

資材等運搬車両の 

運行に伴う振動レベル 

の増加分② 

資材等運搬車両を加味 

した振動レベル①+② 

C1 38 2.2 40.2 

C2 33 1.9 34.9 

注）昼間：8 時～19 時 

 

 

表 資材等運搬車両の運行に伴う道路交通振動 

予測結果（6 年次 2 月 夜間） 

単位：dB 

予測 

地点 

現況振動 

レベル① 

資材等運搬車両の 

運行に伴う振動レベル 

の増加分② 

資材等運搬車両を加味 

した振動レベル①+② 

C1 27 9.4 36.4 

C2 26 8.8 34.8 

注）夜間：19 時～翌 8 時 

 

・夜間の土砂搬入に伴う資機

材運搬車両の走行による振

動影響の低減を図るため、運

行台数を調整し、極力昼間に

運行するよう運行計画を策

定する。 

 

・資材等運搬車両の整備不良

による振動の発生を防止す

るため、整備・点検の徹底を

促進する。 

 

・工事関係者に対し可能な限

り乗合通勤を奨励する。 

 

・アイドリングストップの徹

底や空ぶかしの禁止、法定速

度の順守や車両に過剰な負

荷をかけないよう留意する

等、工事関係者に対して資材

等運搬車両の運行方法の指

導を行う。 

 

・工事区域内で稼働するダン

プトラックなどはできる限

り工事区域内に留置させ、一

般公道の走行台数を減少す

る。 

 

・資材等運搬車両の運行によ

る環境影響をより低減させ

るため、資材等運搬車両が集

中しないように、工事工程等

の管理や配車の計画を検討

する。また、配車計画等を検

討する際は、資材等運搬車両

の運行時間帯が通勤時間帯

等の混雑時と可能な限り重

ならないように配慮する。 

事後調査の要否 

→要 

 

採 用 し た 予 測 手

法は、その予測精度

に係る知見が十分

に蓄積されている

と判断できるが、予

測条件とした工事

計画について現時

点では不確実性が

含まれるため、予測

結果にも不確実性

が含まれると考え

られる。一方、採用

した環境保全措置

については、効果に

係る知見が十分に

蓄積されていると

判断でき、効果の不

確実性は小さい。 

以上のことから、

予測結果に不確実

性が含まれるため、

事後調査を実施す

ることとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記に示す環境保全措置

を踏まえると、振動の影響は、環境保全措置を講じるこ

とにより、回避又は低減がなされるものと考えられる。 

以上のことから振動の影響については、事業者の実行

可能な範囲内で回避又は低減が図られているものと評

価する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基準又は目標との整合性に係る評

価 

 

予測結果と整合を図るべき基準等との整合性を検討

した評価結果は、環境の保全に係る基準又は目標との整

合性が図られているものと評価する。 

 

・評価結果 

単位：dB 

予測 

地点 
区分 

資材等運搬車両を 

加味した振動レベル 
環境保全目標 

C1 
昼間 40 65 以下 

夜間 36 60 以下 

C2 
昼間 35 65 以下 

夜間 35 60 以下 

注）昼間：8 時～19 時、夜間：19 時～翌 8 時 
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表 9-4（1） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

水

質

（

土

砂

に

よ

る

水

の

濁

り

）

 

工

事

の

実

施

（

造

成

等

の

施

工

に

よ

る

一

時

的

な

影

響

）

 

a.河川・浮遊物質量（SS） 

①平常時 

秋季:<1～1mg/L 

冬季:<1～3mg/L 

春季:1mg/L 未満 

夏季:<1～3mg/L 

 

②降雨時（令和 3年 5～6月） 

1 回目:2～34mg/L 

2 回目:1～18mg/L 

3 回目:1mg/L 未満 

 

b.海域・浮遊物質量（SS） 

①平常時 

秋季:2～3mg/L 

冬季:1～3mg/L 

春季:2mg/L 

夏季:<1～2mg/L 

 

②降雨時（令和 3年 5～6月） 

1 回目:1～2mg/L 

2 回目:1～16mg/L 

3 回目:1～3mg/L 

 

ア.河川・浮遊物質量（SS） 

a.放流水（仮設沈砂池） 

 

【日常的な降雨（3 ㎜/h）】 

26.1～50.1 ㎎/L 

 

【特異的な降雨（109 ㎜/h）】 

74.8～157.2 ㎎/L 

 

b.放流水と河川水の混合後 

 

【日常的な降雨（3 ㎜/h）】 

2.7～13.1mg/L 

 

【特異的な降雨（109 ㎜/h）】 

55.3～115.9mg/L 

 

 

イ.海域・浮遊物質量（SS） 

 

【日常的な降雨（3 ㎜/h）】 

1.7～6.0 ㎎/L 

 

【特異的な降雨（109 ㎜/h）】 

1.8～6.2 ㎎/L 

 

 

・工事の進捗に合わせて、適宜、濁
水量や放流先を勘案の上、仮設沈
砂池を設け、この仮設沈砂池にて
雨水排水中の浮遊物質を沈降さ
せた上で放流する。なお、放流先
の切り替え等に当たっては、水質
汚濁防止、動植物等への影響低減
の観点から、現況に応じて放流地
点を適切に設定する。 

 
・仮設沈砂池は、雨水排水中の浮遊

物質の沈降効果を維持するため、
堆砂の除去を定期的に行う。 

 
・植生の生育基盤を整備する。な

お、法面の緑化は、在来の種の定
着を促すため、栽培品種等の植
栽・播種は行わず、植生の生育基
盤を確保し、法面の侵食を防止す
る方法とする。なお、一般的に
在来草本類の定着には 1～3
年、先駆性樹種の生育には 3～
5 年を要するとされているた
め、この期間を目安として在
来種の定着状況を判断し、在
来種の定着が見られない場合
は現地在来種の種子を採取し
播種、又は苗による緑化を検
討する。 

 
・工事の実施に当たっては、仮設沈

砂池が施工の妨げになる場合に
は濁水処理プラント等を設け、濁
水処理を行う。 

 
・対象事業実施区域の下流末端か

らの放流に際しては、放流水中の
濁度の継続的なモニタリングを
行う。 

 
・一時的な広範囲の裸地化の抑制

により、濁水の発生源を低減す
る。 

 
・開発区域境に側溝等を設置し、非

開発区域への降雨のうち、開発区
域へと流入し、ともに沈砂設備で
処理される可能性のある濁水の
流入を防止する。 

 
・暗渠工事の床掘の際は、水流の少

ない渇水期に仮締切による水替
を行う等の環境保全措置により、
土砂流出の軽減に努める。 

事後調査の要否 

→要（環境監視調査も実施する） 

 

採用した予測手法は、その予測

精度に係る知見が十分に蓄積され

ていると判断できるが、予測条件

とした工事計画について現時点で

は不確実性が含まれるため、予測

結果にも不確実性が含まれると考

えられる。 

一方、採用した環境保全措置は、

効果に係る知見が十分に蓄積され

ていること及び沈砂池等から河川

への放流水のモニタリング（環境

監視調査）によりその効果を確認

することから、環境保全措置の効

果の不確実性は小さい。 

以上のことから、予測結果に不

確実性が含まれるため、事後調査

を実施することとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、河川では、現況値 1 未満～18 ㎎ /L に対し、日常的な降雨時 2.7～13.1
㎎ /L、寄与濃度 1.1～2.5 ㎎ /L であり、特異的な降雨では、予測結果、55.3～115.9 ㎎ /L、寄与

濃度 47.3～105.4 ㎎ /L であり、日常的な降雨による影響は小さい。  
また、海域では、現況値 1.7～6.0 ㎎/L に対して、日常的な降雨時は、予測結果 1.7～6.0 ㎎

/L、寄与濃度は 0.04 ㎎/L 未満、特異的な降雨では、予測結果 1.8～6.2 ㎎/L、寄与濃度は 0.7

㎎/L 未満と共に影響は小さい。 

このため、環境影響保全措置として、仮設沈砂池、沈砂池の土砂の定期的な除去、造成面の植

生回復・転圧、濁水処理プラントの設置、放流水の濁度モニタリング、段階的施工計画、濁水発

生量の低減対策を実施することで、環境影響は回避又は低減がなされるものと考えられる。 

以上のことから水質の影響については、事業者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図られ

ているものと評価する。 

 

イ.環境の保全に係る基準又は目標との整合性に係る評価 

 

予測結果と整合を図るべき基準等との整合性を検討した評価結果は、環境の保全に係る基準

又は目標との整合性が図られているものと評価する。 

 

・評価結果 

流

域 
放流先 

仮設沈砂池 

放流水の 

予測結果 

（㎎/L） 

環境保全目標 

【放流水】 

排水基準 

（㎎/L） 

河川に 

おける 

予測結果 

(㎎/L) 

環境保全目標 

【河川水】 

環境基準 

（A 類型） 

（㎎/L） 
日常的 

な降雨 

特異的な

降雨 

日常的 

な降雨 

A 
放流水 

（海域流入前） 
37.0 99.8 

200 以下 

－ － 

B H2 喜三次川 26.1 74.8 9.1 25 

C H3 加治屋川 50.1 157.2 13.1 25 

D H4 大川 50.1 157.2 2.7 25 

E 
放流水 

（海域流入前） 
50.1 157.2 － － 
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表 9-4（2） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

水

質

（

水

の

汚

れ

）

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

飛

行

場

の

施

設

の

供

用

）

 

a.河川水質 

①秋季 

BOD:0.5mg/L 未満 

COD:0.7～1.2mg/L 

 

②冬季 

BOD:<0.5～2.1mg/L 

COD:0.7～6.2mg/L 

 

③春季 

BOD:0.5mg/L 未満 

COD:0.5～0.9mg/L 

 

④夏季 

BOD:0.5mg/L 未満 

COD:0.7～1.8mg/L 

 

b.海域・COD（化学的酸素要求量） 

①秋季 

1.0～1.2mg/L 

 

②冬季 

0.9～1.2mg/L 

 

③春季 

1.1～1.3mg/L 

 

・河川水質 

河川水質について、BOD 濃度は 1.6 ㎎/L、COD は 3.3 ㎎/L と予測される。 

 

表 水質予測結果 

項目 

放流条件 現況 
予測結果 

（㎎/L） 放流量 

（m3/日） 

放流濃度 

（㎎/L） 

河川濃度 

（㎎/L） 

河川流量 

（m3/日） 

BOD 
16.16 

20 0.9 
414.72 

1.6 

COD 30 2.3 3.3 

 

・海域水質 

現地調査地点の COD の濃度は、現況、将来ともに全層 1.1mg/L と予測さ

れる。また、濃度差（増加量）は 0.000075mg/L 未満である。 

 

表 水質予測結果 

現地調査地点 現況（㎎/L） 将来（㎎/L） 

G1 1.1 1.1 

G2 1.1 1.1 

G3 1.1 1.1 
 

・飛行場の施設から発生する

汚水排水は、合併処理浄化

槽にて適正に処理する。 

事後調査の要否 

→否 

 

採用した予測手法は、その

予測精度に係る知見が十分

に蓄積されていると判断で

き、予測の不確実性は小さ

い。また、採用した環境保全

措置については、効果に係る

知見が十分に蓄積されてい

ると判断でき、効果の不確実

性は小さい。よって、事後調

査は行わないものとした。な

お、環境影響の程度等を確認

するための環境監視調査を

実施する。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、河川については、現況の BOD が 0.5 未

満～2.1 ㎎/L に対し、予測結果は 1.6 ㎎/L と変動の範囲内で

ある。また、海域については、現況の加治屋川河口前面の COD

が 0.9～1.3 ㎎/L に対し、予測結果は、1.1 ㎎/L と変動の範囲

内である。水質の影響は、合併処理浄化槽の設置の環境保全措

置を講じることにより、回避又は低減がなされるものと考え

られる。 

以上のことから水質の影響については、事業者の実行可能

な範囲内で回避又は低減が図られているものと評価する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基準又は目標との整合性に係る評価 

 

予測結果と整合を図るべき基準等との整合性を検討した評

価結果は、環境の保全に係る基準又は目標との整合性が図ら

れているものと評価する。 

 

・評価結果 

区分 項目 
予測結果 

（㎎/L） 

環境保全目標 

（㎎/L） 

加治屋川 BOD 1.6 2 以下 

海域 COD 1.1 2 以下 
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表 9-5 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

底

質

（

濁

り

物

質

の

堆

積

）

 

工

事

の

実

施

（

造

成

等

の

施

工

に

よ

る

一

時

的

な

影

響

）

 

ア.海域 

a.一般項目 

粒度試験結果によると、全地点でほぼ同質

の土質性状を示し、砂分が卓越する（95.0～

98.8％）分級された砂であった。最大粒径は

4.75～19.00mm であり、各調査地点の細粒分

（シルト分と粘土分の合計）の割合は 1.1～

3.4％と小さかった。 

含有量試験結果については、水産用水基準

等項目（COD、硫化物）について K1～K3 の全

地点で水産用水基準値を満足した。 

 

b.有害物質 

「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する

法律施行令第五条第一項に規定する埋立場所

等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に

係る判定基準を定める省令」（昭和 48 年環境

庁告示第 14 号）に示される水底土砂に係る判

定基準値及び「ダイオキシン類対策特別措置

法（平成 11 年法律第 105 号）に示される底質

のダイオキシン類の全てで基準を超過する項

目はなかった。 

 

イ.河川 

a.一般項目 

粒度試験結果によると、L1 で礫分がやや卓

越し、他 3 河川（L2～L4）では礫分と砂分が

同程度の割合であった。最大粒径は 19～

37.5mm であり、各調査地点の細粒分（シルト

分と粘土分の合計）の割合は 0.4～3.9％と小

さかった。 

含有量試験結果については、水産用水基準

等項目（COD、硫化物）について L1～L4 の全

地点で水産用水基準値を満足した。 

 

b.有害物質 

「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する

法律施行令第五条第一項に規定する埋立場所

等に排出しようとする金属等を含む廃棄物に

係る判定基準を定める省令」（昭和 48 年環境

庁告示第 14 号）に示される水底土砂に係る判

定基準値及び「ダイオキシン類対策特別措置

法（平成 11 年法律第 105 号）に示される底質

のダイオキシン類の全てで基準を超過する項

目はなかった。 

1 出水あたりの堆積厚は、喜三次川前面の

沿岸部で最大 0.025 ㎜と予測された。 

水の濁りで予測している土砂の粒径は、シ

ルト・粘土分であり、これらの堆積が予測さ

れる範囲では、細粒化が懸念されるが、開放

水域であり、波浪や潮流により拡散すること

から底質の性状に大きな変化は生じないと予

測される。 

・工事の進捗に合わせて、適宜、濁水量や放

流先を勘案の上、仮設沈砂池を設け、この

仮設沈砂池にて雨水排水中の浮遊物質を沈

降させた上で放流する。なお、放流先の切

り替え等に当たっては、水質汚濁防止、動

植物等への影響低減の観点から、現況に応

じて放流地点を適切に設定する。 

 

・仮設沈砂池は、雨水排水中の浮遊物質の沈

降効果を維持するため、堆砂の除去を定期

的に行う。 

 

・植生の生育基盤を整備する。なお、法面の

緑化は、在来の種の定着を促すため、栽培

品種等の植栽・播種は行わず、植生の生育

基盤を確保し、法面の侵食を防止する方法

とする。なお、一般的に在来草本類の定着

には 1～3 年、先駆性樹種の生育には 3～5

年を要するとされているため、この期間を

目安として在来種の定着状況を判断し、在

来種の定着が見られない場合は現地在来種

の種子を採取し播種、又は苗による緑化を

検討する。 

 

・工事の実施に当たっては、仮設沈砂池が施

工の妨げになる場合には濁水処理プラント

等を設け、濁水処理を行う。 

 

・対象事業実施区域からの放流に際しては、

放流水中の濁度の継続的なモニタリングを

行う。 

 

・一時的な広範囲の裸地化の抑制により、濁

水の発生源を低減する。 

 

・開発区域境に側溝等を設置し、非開発区域

への降雨のうち、開発区域へと流入し、と

もに沈砂設備で処理される可能性のある濁

水の流入を防止する。 

 

・暗渠工事の床掘の際は、水流の少ない渇水

期に仮締切による水替を行う等の環境保全

措置により、土砂流出の軽減に努める。 

事後調査の要否 

→要（環境監視調査も実施する） 

 

採用した予測手法は、その予測精度に係る

知見が十分に蓄積されていると判断できる

が、予測条件とした工事計画について現時点

では不確実性が含まれるため、予測結果にも

不確実性が含まれると考えられる。一方、採

用した環境保全措置は、効果に係る知見が十

分に蓄積されていること及び沈砂池等から河

川への放流水のモニタリング（環境監視調査）

によりその効果を確認することから、環境保

全措置の効果の不確実性は小さい。以上のこ

とから、予測結果に不確実性が含まれるため、

事後調査を実施することとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、1 出水あたりの堆積

厚は喜三次川の前面の沿岸部に最大で 0.025

㎜と小さく、開放水域であり、波浪や潮流に

より拡散することから底質の性状に大きな変

化は生じないと予測される。また、仮設沈砂

池の設置、沈砂池の土砂の定期的な除去、造

成面の植生回復・転圧、濁水処理プラントの

設置、放流水の濁度モニタリング、段階的施

工計画、濁水発生量の低減を講じることによ

り、回避又は低減がなされるものと考えられ

る。 

以上のことから底質の影響については、事

業者の実行可能な範囲内で回避又は低減が図

られているものと評価する。 
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表 9-6 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

地

形

（

重

要

な

地

形

）

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

飛

行

場

の

存

在

）

 

「第 3 回自然環境保全基礎調査自然景観資源調査報告書」（環境

庁、平成元年）に景観資源として示される土砂採取による地形改変

の影響を受けるおそれがある「小瀬田の海成段丘」及び県指定天然

記念物の「早崎海岸の鉱脈群」を重要な地形として調査を行った。 

 

調査 

項目 
調査結果概要 

重要な地形 

の分布、 

状態 

及び特性 

・小瀬田の海成段丘 

土砂採取区域北東側は勾配の小さな緩傾斜面とな

っており、調査対象となる重要な地形地形（海成段丘）

の特徴である平坦面に、南西側は勾配の大きな斜面と

なっており、海成段丘上部の段丘崖にかけての傾斜部

分に位置すると考えられる。 

・早崎海岸の鉱脈群 

指定範囲はほとんどが海蝕崖であるが、崖上面の樹

林地等の一部が対象事業実施区域と重複する。 

また、「鹿児島県文化財調査報告書 第 61 集」（平

成 27 年 3 月 鹿児島県教育委員会）によると、文化

財の価値として以下の内容が列挙されている。 

 

1)早崎鉱山は、約 1600 万年前（新第三紀中新世）の

花崗岩マグマの活動に伴って花崗岩周辺部の堆積

岩（日向層群）中に生成されたタングステン鉱床で、

その鉱床跡の露頭は屋久島の成り立ちを知る上で

貴重である。また、鉱物資源である金属がマグマに

よって濃集するメカニズムを学ぶことのできる場

所として、学術的価値が高い。 

2）鹿児島県の主要な地下資源として金・錫・タング

ステンが挙げられる。屋久島空港南にあった早崎鉱

山は明治末に発見され、昭和 30 年代まで稼行され

たタングステン鉱山の一つで、日本の近代化を支え

た貴重な産業遺産である。 

3)日本の鉱山が廃鉱になった後、一部が博物館として

保存されているが、その多くは忘れ去られ近寄るこ

とも困難な状態にある。早崎鉱山跡が海岸に位置し

ていたことも幸いして、坑道も残っており、その全

容を知ることのできる数少ない鉱山跡と言うこと

ができる。 

4)早崎鉱山跡の露頭は、鉄マンガン重石、灰重石、錫

石、硫砥鉄鉱、黄銅鉱、緑柱石、アルミナスコロド

石、ホタル石、石英、長石、白雲母などの鉱物の宝

庫で直接、これらの鉱物を観察できる数少ない場所

である。とくに日本では 3 か所しか確認されていな

い、銅を含む鉱宋の酸化帯から二次鉱物として報告

されているコンネル石が認められ、アタカマ石と一

緒に認められる希有な場所である。 

5)早崎鉱山跡は外洋に面しているために景観が素晴

らしく鉱脈が縦横に走る堆積岩の露頭も迫力があ

り、ジオツーリズムのサイトとしても価値がある。 

 

・小瀬田の海成段丘 

小瀬田の海成段丘は、土砂採取区域を含む広く分

布する海生段丘（第 3 回自然環境保全基礎調査にお

ける自然景観資源）であり、現況においても道路用

地として開削されているほか、段丘平野では牧草地

として利用されているなど、人為的な改変がなされ

ている。 

本事業の土砂の採取においては、土砂採取区域と

した全域より採取するような広範囲の地形の改変

は行わず、周辺の動植物等の自然環境への影響を回

避するよう限られた範囲での改変とすることから、

遠方より視認されるなだらかな海生段丘である景

観資源としての地形全体に大きな変化はないもの

と予測される。また、必要に応じて斜面安定工を検

討、実施することで、降雨による土砂流出、地形変

化等の影響は小さく、適切に保存されると予測す

る。 

 

・早崎海岸の鉱脈群 

造成範囲の南東端の一部で県文化財指定範囲と

重複することとなり、直接改変を受けると予測す

る。また、この範囲以外にも造成範囲と県文化財指

定範囲が非常に近接する箇所もあるため、実際の施

工範囲等が確定した段階で、直接改変範囲に含まれ

る可能性が予測される。 

しかしながら、この範囲における施工内容は盛土

造成及び進入灯設置のための基礎設置等であり、大

規模な掘削は行わない。そのため、「鹿児島県文化

財調査報告書 第 61 集」（平成 27 年 3 月 鹿児島

県教育委員会）に文化的価値として列挙されている

鉱脈・鉱床の露頭、坑道跡等の鉱山跡を大きく改変

することはなく、屋久島早崎海岸の鉱脈群の文化財

価値への影響は小さいと予測する。 

・指定文化財の現状変更を行う場合

には、教育委員会の許可を受けな

ければならないため、その手続き

に必要な調査及び施工計画での配

慮等を実施する。 

 

・重要な地形の劣化や不安定化を低

減するため、早崎海岸周辺の改変

及び土砂採取箇所の選定位置の検

討に当たっては、必要最小限の改

変範囲とし、斜面が発生する箇所

については、安定性の検討を行い、

必要に応じて斜面安定工を検討、

実施する。 

 

・指定文化財の範囲の施工にあたっ

ては、改変範囲及び誘導灯等の設

置のための掘削深度を最小化する

施工計画を策定する。また、可能な

限り土地改変や盛土を避けるよう

努める。 

事後調査の要否 

→否 

 

採用した予測手法は、その予

測精度に係る知見が十分に蓄積

されていると判断でき、予測の

不確実性は小さい。また、採用し

た環境保全措置については、効

果に係る知見が十分に蓄積され

ていると判断でき、効果の不確

実性は小さい。よって、事後調査

は行わないものとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記

に示す環境保全措置を踏まえると、

重要な地形への影響は、環境保全措

置を講じることにより、回避又は低

減がなされるものと考えられる。 

以上のことから重要な地形への影

響については、事業者の実行可能な

範囲内で回避又は低減が図られてい

るものと評価する。 
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表 9-7 環境影響評価の一覧 

環
境
要
素 

影響
要因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

動

物

（

重

要

な

種

及

び

注

目

す

べ

き

生

息

地

）

 

工

事

の

実

施

（

造

成

等

の

施

工

に

よ

る

一

時

的

な

影

響

）

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

飛

行

場

の

存

在

、

航

空

機

の

運

航

、

飛

行

場

の

施

設

の

供

用

）

 

現地調査の結果、天然記念物、レッドデータブッ
ク掲載種等の保護上重要な動物が 72 種確認された。 
 

区分 

保護上
重要な
種確認 
種数 

主な保護上 
重要な種 

哺乳類 2 種 
ニホンジネズミ、 
コテングコウモリ 

鳥類 6 種 
カラスバト、ミサゴ、タ
ネアオゲラ等 

爬虫類 1 種 ヤクヤモリ 

陸上昆虫類 4 種 
ヒメマルゴキブリ、コブ
ナナフシ等 

陸産貝類 36 種 
ヒメヤマクルマガイ、ヤ
クシママイマイ等 

オカヤドカリ類 1 種 

ムラサキオカヤドカリ、
ナキオカヤドカリ、オカ
ヤドカリの中の 1 種で
あると考えられる種 

魚類 
（陸水域） 

4 種 
ニホンウナギ、ルリボウ
ズハゼ等 

甲殻類 
（陸水域） 

9 種 
コツノテナガエビ、ヤマ
トヌマエビ等 

貝類 
（陸水域） 

2 種 
イシマキガイ、フネアマ
ガイ 

水生昆虫類 
（陸水域） 

1 種 キボシケシゲンゴロウ 

陸域動物計 66 種 ――― 

底生生物 
（海域） 

1 種 スジホシムシ 

潮間帯生物 2 種 マクガイ、シラヒゲウニ 

魚類（海域） 1 種 マダラエイ 

サンゴ類 1 種 ムカシサンゴ 

ウミガメ類 1 種 アオウミガメ 

海域動物計 6 種 ――― 

合計 72 種 ――― 
 

ア.造成等の施工による一時的な影響 
a.保護上重要な種 

濁水の流入による影響の予測対象種のうち、河川や水路に生息する
魚類、甲殻類、貝類、水生昆虫類については、生息環境が一時的に変化
する可能性があるもののその程度は極めて小さく生息環境に影響はな
いと予測する。また、海域に生息するまたは海域を生息環境の一部と
するオカヤドカリ類、底生生物、潮間帯生物、魚類、サンゴ類、ウミガ
メ類ついては、河口付近の上層の浮遊物質量がわずかに変化する。  
しかし、中層・下層及び沖合の浮遊物質量はほとんど変化しない。ま
た、河口付近にシルト・粘土分が堆積するおそれがあるものの、開放水
域であること及び波浪や潮流により拡散することから底質の性状に大
きな変化は生じない。以上のことから生息環境に影響はないと予測す
る。  

工事用照明による影響の予測対象種のうち、「対象事業実施区域内で
確認された夜間に活発に活動する種」及び「走光性を有し、調査範囲外
が主な生息地であると考えられる種」については夜間工事における工
事用照明の使用により、生息環境に影響が生じると予測する。そのほ
かの動物類については生息環境に影響はない、または影響は限定的で
あると予測する。 
 
イ.飛行場の存在、土砂採取区域の存在 
a.保護上重要な種 

「対象事業実施区域内でのみ確認され、生息環境を当該地に依存す
る種」については、生息地が直接改変を受ける。また、直接改変後に生
息環境が復元されることはなく、新たに移動経路の阻害等の影響が生
じることも想定されることから生息環境が影響を受けると予測する。 

また、「対象事業実施区域内外で確認された移動性がほとんどない種
のうち、確認個体数の半数以上が改変区域内に分布する種」について
は、生息環境の大半が直接改変されるため影響を受けると予測する。 

その他、対象事業実施区域外については、影響はないまたは影響が
限定的であると予測する。 

また、対象事業実施区域下を流下する河川等の対象事業実施区域よ
り上流側で生息が確認された魚類等については、移動経路の一部が改
変を受けるものの、現況遡上阻害は発生しておらず、改変後の暗渠は
現況と同程度の形状（勾配、落差等）を維持させる計画であることか
ら、大きな影響を与えるものではないと予測する。 
 
b.注目すべき生息地 

飛行場周辺の平地樹林については、飛行場の存在により一部が影響
を受けると予測する。また、土砂採取区域及びその周辺の生息地につ
いては、注目すべき生息地の範囲が縮小する等により、影響を受ける
と予測する。 
 
ウ.航空機の運航 
a.保護上重要な種 

予測対象種とする飛行場周辺で確認された鳥類に関して、バードス
トライクが発生する可能性はあるものの、その頻度は低く、航空機の
運航による大きな影響はないと予測する。 

また、航空機の運航により発生する騒音の影響で動物の忌避が発生
するおそれがあるものの、本事業により増加する便数は 1 日往復 1 便
のみであり、「6.3 騒音」における予測結果も環境基準を満足している
ことから影響は小さいと予測する。  

 
エ.飛行場の施設の供用 
a.保護上重要な種 

飛行場の施設の供用によって発生する水の汚れにより河川や水路等
を主な生息環境とする魚類、甲殻類、貝類、水生昆虫類、海域を主な生
息環境とするオカヤドカリ類、底生生物、潮間帯生物、魚類、サンゴ
類、ウミガメ類の生息環境が変化するおそれがあるものの、施設排水
は適切に処理された後に放流されることから現況から大きな変化はな
く、動物の生息環境にも影響はないと予測した。 

また、施設の照明により夜行性動物等の生息環境が影響を受けるお
それがあるものの、航空機の離着陸時間帯は現況と変わらず、夜間に
航空機が運航する計画はなく、施設照明の点灯時間にも変化がないこ
とから、現況からの変化はなく新たな影響は生じないと予測する。  

①予測結果を踏まえた環境保全措置 
・土砂採取範囲を決定する際に、複数の保護上重要な種が集中し

て生息していることが確認された注目すべき生息地を避けた区
域を設定する。  

・樹林等の動物の生息環境において工事を実施する際は、段階的
な施工を実施する。  
なお、調査では文化財保護法により天然記念物に指定されてい
るカラスバトが確認されていることから、本種の繁殖最盛期を
避けた工事工程を検討する。また、施工範囲において本種の営
巣が確認された場合は、関係機関と協議のうえ、必要な手続き
を実施したうえで工事を実施する。  

・夜間工事中の照明の光の漏洩を抑える配置及びスクリーン等を
設置する。また、走光性を有する動物の誘引を極力抑える機材
を使用する（生物の誘引特性の小さい波長の照明器具を設置）。 

・工事着手前に、移動性のない種のうち、改変区域内のみに生息する

保全対象種及び改変区域内に生息し、生息環境の大半が影響を受け

る保全対象種を改変区域外に移設する。なお、移設対象種は、影響

の回避、低減が困難かつ専門家の指導を踏まえて選定し、移設は、

移設地の検討を行った上で実施する。（陸産貝類 16 種） 

②その他の環境保全措置 
・工事の進捗に合わせて適宜、仮設沈砂池を設け、この仮設沈砂

池にて雨水排水中の浮遊物質を沈降させた上で放流する。 
・仮設沈砂池は、雨水排水中の浮遊物質の沈降効果を維持するた

め、堆砂の除去を定期的に行う。 
・植生の生育基盤を整備する。なお、法面の緑化は、在来の種の

定着を促すため、栽培品種等の植栽・播種は行わず、植生の生
育基盤を確保し、法面の侵食を防止する方法とする。 

・工事の実施に当たっては、仮設沈砂池が施工の妨げになる場合
には濁水処理プラント等を設け、濁水処理を行う。 

・対象事業実施区域の下流末端からの放流に際しては、放流水中
の濁度の継続的なモニタリングを行う。 

・一時的な広範囲の裸地化の抑制により、濁水の発生源を低減す
る。 

・暗渠工事の床掘の際は、水流の少ない渇水期に仮締切による水
替を行う等の環境保全措置により、土砂流出の軽減に努める。 

事後調査の要否 
→要 
 

採用する環境保全措
置については、その実施
箇所、範囲等について現
時点では未確定である。
また、対策の効果に係る
知見が十分に蓄積され
ていないものがあり、効
果の不確実性がある。こ
のため、事後調査を実施
することとした。 

事後調査の詳細は、「8
章」に示すとおりであ
り、代償措置として「改
変区域外への個体等の
移設」を行うこととし
た。なお、「改変区域外へ
の個体等の移設」は、移
設計画の作成及び移植
後のモニタリング調査
を含むものとした。ま
た、猛禽類等の希少鳥類
については、現段階では
対象事業実施区域及び
その周辺において繁殖
は確認されていないも
のの、工事着手までに新
たに定着・繫殖する可能
性があり、予測の不確実
性が大きい。そのため、
希少鳥類に関する事後
調査を実施することと
した。 

ア.環境影響の回避・
低減に係る評価 

 
調 査 及 び 予 測 の 結

果、並びに左記に示す
環 境 保 全 措 置 を 踏 ま
えると、対象事業の実
施 に よ る 動 物 へ の 影
響は、環境保全措置を
講じることにより、回
避 ま た は 低 減 が な さ
れ る も の と 考 え ら れ
る。なお、環境保全措
置の内容の一部には、
効 果 の 不 確 実 性 が あ
ることから、事後調査
を 通 じ て 環 境 保 全 措
置 の 効 果 の モ ニ タ リ
ングを実施し、その結
果に応じて、環境保全
措置内容の改善・追加
検 討 を 行 っ て い く こ
ととする。 

以 上 の こ と か ら 対
象 事 業 の 実 施 に よ る
動 物 へ の 影 響 に つ い
ては、事業者の実行可
能 な 範 囲 内 で 回 避 ま
た は 低 減 が 図 ら れ て
いるものと評価する。 

・開発区域境に側溝等を設置し、非開発区域への降雨のうち、開発区域へと流入し、ともに沈砂設備で処理される可
能性のある濁水の流入を防止する。 

・資材等運搬車両の運行について、運転手への注意喚起を行うことでロードキルの発生を抑制する。 
・改変区域及びその周辺において、大型哺乳類等の侵入を防ぐための侵入防止柵を設置する。 
・飛行場の施設から発生する汚水排水は、合併処理浄化槽にて適正に処理する。 
・現状飛行場下の暗渠による回遊種の遡上阻害は発生していないことから、現状の機能を維持できるよう、改変・新

設する暗渠は専門家の意見を踏まえ、可能な限り自然河床を残すこと、自然河床を残すことが困難な場合は、横断
方向に高低差を付けて、水位差ができるようにする、表面に凹凸を付けるなど水生動物が遡上しやすくなるように
構造等を検討し、回遊性の水生生物の移動を阻害しないように配慮する。また、施工時、ポンプにより河川水を迂
回させる場合は、水管に魚類が侵入しないように網等で塞ぐ。 

・現在屋久島空港で実施しているバードストライクに係る対策を滑走路延伸後も実施する。また、保安上、滑走路等
への立入が困難である場合を除き、可能な限り、航空機の離着陸の際には、バードパトロールを行う等の鳥類が滑
走路周辺に侵入しないよう対策を強化する。 

・土地の改変や、建設残土・資材等置き場の配置は、原則「改変区域」（土砂採取区域を除く）及び「土砂採取施工想
定区域」に限ることとする。なお、やむを得ず対象事業実施区域内の上記区域以外の区域を改変等する場合は、専
門家等の意見も踏まえ、動植物への影響がないか確認し、必要に応じて関係機関と協議の上実施する。また、早崎
鉱山跡地及び喜三次川河口部への通路の整備にあたっては重要な動植物への影響に留意する。 

・現地調査において、「指定外来動植物による鹿児島の生態系に係る被害の防止に関する条例」（平成 31 年鹿児島

県条例第 11 号）において、外来種に指定されている、オキナワキノボリトカゲが確認されている。改変区域外に

搬出する伐採木等に、本種が付着している場合、分布の拡大につながるおそれがあることから、施工計画が具体化

し、工事範囲や時期等が明確になった段階で、専門家等に意見聴取した上で、必要な措置を講じる。専門家等の助

言を踏まえて策定した駆除実施方法や拡散防止対策は、現場の作業者が判断できるよう写真等を掲載した手順書

等（搬出する伐採木や資機材の目視確認、伐採木の玉切り、伐採後再付着しないように素早く処理する等）に整理

し工事作業員に周知する。また、工事時においては、オキナワキノボリトカゲの特性や防除の意義を工事関係者に

徹底し、駆除や拡散防止に努め、生息地域や捕獲方法などの情報の取り扱いについても注意する。 

・オカヤドカリ類の改変区域への誤進入の可能性を考慮し、個体の保護を目的に工事前から施工中に、施工区域内に

トラップ（夜間も含む期間）を設置するとともに、監視員を配置し、目視で生息有無を確認し、捕獲、確認された

場合は区域外へ移動させる。その際、転石の下も確認する。移動先は、施工区域外の砂礫や転石が分布する場所を

選定する。 
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表 9-8 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

植

物

（

重

要

な

種

及

び

群

落

）

 

工

事

の

実

施

（

造

成

等

の

施

工

に

よ

る

一

時

的

な

影

響

）

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

飛

行

場

の

存

在

、

航

空

機

の

運

航

、

飛

行

場

の

施

設

の

供

用

）

 

現地調査の結果、天然記念物、レッド

データブック掲載種等の保護上重要な

植物が 51 種確認された。 

 

分類 

重要種 

確認 

種数 

主な重要種 

陸域 

植物 
51 種 

マツバラン、ホソバオ

オカグマ、オナガエビ

ネ、マルバニッケイ、

トクサラン、ヤクシマ

サルスベリ等 

海域 

植物 
0 種 ―― 

 

ア.飛行場の存在、土砂採取区域の存在 

a.重要な種 

表 飛行場・土砂採取区域の存在による影響の予測結果の整理 

確認区分 種名 予測結果 

改 変 区 域 内 で

の み 確 認 さ れ

た種（5 種） 

オニホラゴケ、ルリシャクジョ

ウ、イモネヤガラ、ミサオノキ、

シマウリクサ※飛行場周辺のみ 

飛行場又は土砂採取区域の存在に

より、全ての確認地が直接改変さ

れる。 

以上より、予測対象種の生育環境

が影響を受けると予測する。 

【×：生育環境が影響を受ける】 

改 変 区 域 内 外

で 確 認 さ れ た

種のうち、法令

に よ り 指 定 さ

れている種（1

種） 

ガンゼキラン 土砂採取区域外の確認地に変化は

ないものの、区域内の生育環境が

消失する。 

当該種は法令等により保護された

種であり、全ての個体を保全する

ことが望ましいことから、生育環

境が影響を受けると予測する。 

【×：生育環境が影響を受ける】 

改 変 区 域 内 外

で 確 認 さ れ た

種のうち、法令

等 に よ り 指 定

されておらず、

確 認 数 の 半 数

以 上 が 改 変 区

域 内 に 生 育 す

る種（10 種） 

クサマルハチ、ヤマコンニャ

ク、タネガシマムヨウラン、ツ

ルラン、ナギラン、ウスギムヨ

ウラン、ミドリムヨウラン、オ

オシンジュガヤ、リュウキュウ

マメガキ、リュウキュウモチ 

飛行場・土砂採取区域の存在に

より確認環境のほとんど（確認

数の半数以上）が生育する環境

が直接改変される。 

以上より、本種の生育環境のほ

とんどが影響を受けると予測す

る。 

【×：生育環境が影響を受ける】 

改 変 区 域 内 外

で 確 認 さ れ た

種のうち、法令

等 に よ り 指 定

されておらず、

確 認 数 の 半 数

以 上 が 改 変 区

域 外 に 生 育 す

る種（17 種） 

ヒカゲアマクサシダ、カワバリ

アマクサシダ、オオタニワタ

リ、ホソバオオカグマ、キノボ

リシダ、オオバミヤマノコギリ

シダ、クワイバカンアオイ、マ

ルバニッケイ、シロシャクジョ

ウ、オキナワチドリ、トクサラ

ン、コカゲラン、タケシマヤツ

シロラン、タブガワムヨウラ

ン、ナガバヤブマオ、ヤクシマ

サルスベリ、ホルトカズラ 

飛行場・土砂採取区域の存在に

より確認環境の一部が直接改変

されるものの、改変区域外の生

育環境に変化はない。 

以上より、生育環境に変化が生

じるものの、その区域は限定的

であり、地域として予測対象種

の生育に大きな影響を与えるも

のではないと予測する。 

【○：生育環境の一部が影響を受

ける】 

改 変 区 域 外 で

の み 確 認 さ れ

た種（18 種） 

マツバラン、オオアマクサシ

ダ、ヤクシマハチジョウシダ、

ヤクシマラン、ダルマエビネ、

オナガエビネ、シュンラン、ム

ロトムヨウラン、シラヒゲムヨ

ウラン、アワムヨウラン、シマ

チカラシバ、ヤマハンショウヅ

ル、キイレツチトリモチ、ケハ

ダルリミノキ、チャボイナモ

リ、リュウキュウコケリンド

ウ、シマセンブリ、ヘツカリン

ドウ 

保護上重要な種の確認地は直接

改変されず、生育環境に変化は

ない。 

以上より、予測対象種の生育環

境に影響はないと予測する。 

【◎：生育環境に影響はない】 

 

①  予測結果を踏まえた環境保全

措置 

・詳細な土砂採取区域検討時に、

可能な限り保全対象種の生育地

を避けた改変区域を設定する。  
 
・土地の改変面積を最小限にとど

めるよう検討し、土地の改変や

建設残土・資材等置き場の配置

は、原則「改変区域」（土砂採取

区域を除く）及び「土砂採取施

工想定区域」に限ることとする。

なお、やむを得ず対象事業実施

区域内の上記区域以外の区域を

改変等する場合は、専門家等の

意見も踏まえ、動植物への影響

がないか確認し、必要に応じて

関係機関と協議の上実施する。

また、早崎鉱山跡地及び喜三次

川河口部への通路の整備にあた

っては重要な動植物への影響に

留意する。  
 
・工事前に、改変区域内のみに生

育する種（シマウリクサ）、改変

区域内外に生育するものの確認

数の半分以上が改変区域内に生

育する種（ヤマコンニャク）及

び専門家の意見を踏まえて選定

した種（タネガシマムヨウラン）

を代償措置対象種とし、個体・

種子等を改変区域外に移植す

る。 

 
②  その他の環境保全措置 

・植生の生育基盤を整備する。な

お、法面の緑化は、在来の種の

定着を促すため、栽培品種等の

植栽・播種は行わず、植生の生

育基盤を確保し、法面の侵食を

防止する方法とする。なお、一

般的に在来草本類の定着には 1

～3 年、先駆性樹種の生育には

3～5 年を要するとされている

ため、この期間を目安として在

来種の定着状況を判断し、在来

種の定着が見られない場合は現

地在来種の種子を採取し播種、

又は苗による緑化を検討する。  

事後調査の要否 

→要 

 

採用する環境保全措置に

ついては、その実施箇所、範

囲等について未確定な対策

がある。また、対策の効果に

係る知見が十分に蓄積され

ていないものがあり、効果

の不確実性の程度が大きい

ものがある。このため、事後

調 査 を 実 施 す る こ と と し

た。 

事後調査の詳細は、「8 章」

に示すとおりであり、代償

措置として「改変区域外へ

の個体等の移植」及び「法面

の植生回復」を行うことと

した。なお、「改変区域外へ

の個体等の移植」は、移植計

画の作成及び移植後のモニ

タリング調査を含むものと

した。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記

に示す環境保全措置を踏まえると、

対象事業の実施による植物への影響

は、環境保全措置を講じることによ

り、回避または低減がなされるもの

と考えられる。なお、環境保全措置の

内容の一部には、効果の不確実性及

び新たに生じる影響があることか

ら、事後調査及び定期的な維持管理

を実施し、その結果に応じて、環境保

全措置内容の改善・追加検討を行っ

ていくこととする。 

以上のことから対象事業の実施に

よる植物への影響については、事業

者の実行可能な範囲内で回避または

低減が図られているものと評価す

る。 
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表 9-9（1） 環境影響評価の一覧 

環
境
要
素 

影
響
要
因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

生

態

系

（

地

域

を

特

徴

づ

け

る

生

態

系

（

陸

域

）
）

 

工

事

の

実

施

（

造

成

等

の

施

工

に

よ

る

一

時

的

な

影

響

）

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

飛

行

場

の

存

在

、

航

空

機

の

運

航

、

飛

行

場

の

施

設

の

供

用

）

 

・陸域生態系 
 
1.類型区分 

文献その他の資料調査、6.8 動物及び 6.9 植
物の結果を基に、地域を特徴づける生態系につ
いて類型区分を行った。類型区分の概要は、以
下に示すとおりである。 
 

表 調査地域の類型区分概要 
（飛行場周辺地域） 

類型区分 基盤環境 

森林 
（39.5％） 

広葉樹林 

針葉樹植林地 

竹林 

草地 
（28.3％） 

二次草原 

休耕地・路傍雑草群落 

耕作地 

海岸 
（砂浜・岩石） 
（9.9％） 

砂丘植生 

海岸崖地植生 

自然裸地 

市街地（22.0％） 市街地、造成地、裸地等 

河川（0.4％） 開放水域 

 
表 調査地域の類型区分の概要 

（土砂採取区域周辺地域） 

類型区分 基盤環境 

森林 
（67.6％） 

広葉樹林 

針葉樹植林地 

草地 
（27.3％） 

二次草原 

休耕地・路傍雑草群落 

耕作地 

市街地（4.6％） 市街地、造成地、裸地等 

河川（0.5％） 開放水域 

 
 

ア.生態系の生息・生育基盤 
 
①  飛行場及びその周辺 

現況の類型区分は、森林（69.3ha）、草地（49.6ha）、
市街地（38.6ha）、海岸（砂浜・岩石）（17.3ha）、河川
（0.7ha）である。これらのうち、森林（19ha）と河川
（0.2ha）が改変され、滑走路やターミナルビル等の市街
地（4.0ha）と滑走路周辺の芝地等の草地（15.1ha）とな
る。河川においては一部に暗渠（ボックスカルバート）
が設置され、地表部が草地又は市街地となる。なお、海
岸（砂浜・岩石）は改変区域に含まれない。 

森林は多くの動植物の生息・生育基盤であり、改変に
より多くの動植物に影響が生じると予測される。ただ
し、予測地域における森林の約 7 割は残存し、予測地域
周辺においても類似環境が存在するため、調査地域全体
における動植物の主要な生息・生育基盤は維持されると
考えられる。 

また、河川の一部に暗渠が設置されるため、クロヨシ
ノボリやコンジンテナガエビ等の水生生物の遡上が阻
害される可能性が考えられる。なお、海岸（砂浜・岩石）
は改変を受けないことから、生息・生育基盤への影響は
ほとんどないと予測される。 
 
②土砂採取区域及びその周辺 

土砂採取区域及びその周辺における現況の類型区分
は、森林、草地、市街地、河川である。改変により、こ
れらの基盤環境が縮小し、土砂採取区域に生息・生育す
る動植物に影響を及ぼすと予測される。ただし、「6.8 動
物」「6.9 植物」の環境保全措置により、一部の生育・生
息地は改変を回避できる。また、改変を受ける基盤環境
と類似した環境が土砂採取区域周辺に存在することか
ら、土砂採取区域周辺における生態系の生息・生育基盤
は維持されると考えられる。 
 
 

 

①  予測結果を踏まえた環境保全措置 
・夜間工事中の照明の光の漏洩を抑える配置及びスクリーン等を設置する。

また、走光性を有する動物の誘引を極力抑える機材を使用する（生物の誘
引特性の小さい波長の照明器具を設置）。また、資機材運搬車両の夜間走行
にあたっても、同様に安全性に支障がない範囲で不要な照明を抑制するな
どの措置を講じる。 

・資材等運搬車両の運行について、運転手への注意喚起を行うことでロード
キルの発生を抑制する。 

・改変区域及びその周辺において、大型哺乳類等の侵入を防ぐための侵入防
止柵を設置する。  

 
②その他の環境保全措置 
・土砂採取範囲を決定する際には、複数の重要な種が集中して生息・生育し

ていることが確認された注目すべき生息地を避けた区域を設定する。  
・樹林等の動物の生息環境において工事を実施する際は、段階的な施工を実

施する。  
・工事の進捗に合わせて、適宜、濁水量や放流先を勘案の上、仮設沈砂池を

設け、この仮設沈砂池にて雨水排水中の浮遊物質を沈降させた上で放流す
る。なお、放流先の切り替え等に当たっては、水質汚濁防止、動植物等へ
の影響低減の観点から、現況に応じて放流地点を適切に設定する。  

事後調査の要否 
→否 
 

採用する環境保全措
置については、その実施
箇所、範囲等について未
確定な対策がある。ま
た、対策の効果に係る知
見が十分に蓄積されて
いないものがあり、効果
の不確実性がある。ただ
し、効果の不確実性のあ
る環境保全措置につい
ては、「6.8 動物」及び
「6.9 植物」においてそ
れぞれ事後調査を実施
することとしている。こ
のため、生態系に係る事
後調査は実施しない。 

ア.環境影響の回避・
低減に係る評価 

 
調査及び予測の結

果、並びに左記に示
す環境保全措置を踏
まえると、生態系の
影響は、環境保全措
置を講じることによ
り、回避または低減
がなされるものと考
えられる。 

以上のことから生
態系の影響について
は、事業者の実行可
能な範囲内で回避ま
たは低減が図られて
い る も の と 評 価 す
る。 

・仮設沈砂池は、雨水排水中の浮遊物質の沈降効果を維持するため、堆砂の除去を定期的に行う。  
・植生の生育基盤を整備する。なお、法面の緑化は、在来の種の定着を促すため、栽培品種等の植栽・播種は行わず、植生の生

育基盤を確保し、法面の侵食を防止する方法とする。なお、一般的に在来草本類の定着には 1～3 年、先駆性樹種の生育には
3～5 年を要するとされているため、この期間を目安として在来種の定着状況を判断し、在来種の定着が見られない場合は現
地在来種の種子を採取し播種、又は苗による緑化を検討する。  

・工事の実施に当たっては、仮設沈砂池が施工の妨げになる場合には濁水処理プラント等を設け、濁水処理を行う。  
・対象事業実施区域の下流末端からの放流に際しては、放流水中の濁度の継続的なモニタリングを行う。  
・一時的な広範囲の裸地化の抑制により、濁水の発生源を低減する。  
・開発区域境に側溝等を設置し、非開発区域への降雨のうち、開発区域へと流入し、ともに沈砂設備で処理される可能性のあ

る濁水の流入を防止する。  
・暗渠工事の床掘の際は、水流の少ない渇水期に仮締切による水替を行う等の環境保全措置により、土砂流出の軽減に努める。 
・飛行場の施設から発生する汚水排水は、合併処理浄化槽にて適正に処理する。 
・現状飛行場下の暗渠による回遊種の遡上阻害は発生していないことから、現状の機能を維持できるよう、改変・新設する暗

渠は専門家の意見を踏まえ、可能な限り自然河床を残すこと、自然河床を残すことが困難な場合は、横断方向に高低差を付
けて、水位差ができるようにする、表面に凹凸を付けるなど水生動物が遡上しやすくなるように構造等を検討し、回遊性の
水生生物の移動を阻害しないように配慮する。また、施工時、ポンプにより河川水を迂回させる場合は、水管に魚類が侵入
しないように網等で塞ぐ。  

・現在屋久島空港で実施しているバードストライクに係る対策を滑走路延伸後も実施する。また、保安上、滑走路等への立入
が困難である場合を除き、可能な限り、航空機の離着陸の際には、バードパトロールを行う等の鳥類が滑走路周辺に侵入し
ないよう対策を強化する。 

・土地の改変や、建設残土・資材等置き場の配置は、原則「改変区域」（土砂採取区域を除く）及び「土砂採取施工想定区域」
に限ることとする。なお、やむを得ず対象事業実施区域内の上記区域以外の区域を改変等する場合は、専門家等の意見も踏
まえ、動植物への影響がないか確認し、必要に応じて関係機関と協議の上実施することとする。また、早崎鉱山跡地及び喜三
次川河口部への通路の整備にあたっては重要な動植物への影響に留意する。 

・現地調査において、「指定外来動植物による鹿児島の生態系に係る被害の防止に関する条例」（平成 31 年鹿児島県条例第
11 号）において、外来種に指定されている、オキナワキノボリトカゲが確認されている。改変区域外に搬出する伐採木等に、
本種が付着している場合、分布の拡大につながるおそれがあることから、施工計画が具体化し、工事範囲や時期等が明確に
なった段階で、専門家等に意見聴取した上で、必要な措置を講じる。専門家等の助言を踏まえて策定した駆除実施方法や拡
散防止対策は、現場の作業者が判断できるよう写真等を掲載した手順書等（搬出する伐採木や資機材の目視確認、伐採木の
玉切り、伐採後再付着しないように素早く処理する等）に整理し工事作業員に周知する。また、工事時においては、オキナ
ワキノボリトカゲの特性や防除の意義を工事関係者に徹底し、駆除や拡散防止に努め、生息地域や捕獲方法などの情報の取
り扱いについても注意する。  

・オカヤドカリ類の改変区域への誤進入の可能性を考慮し、個体の保護を目的に工事前から施工中に、施工区域内にトラップ
（夜間も含む期間）を設置するとともに、監視員を配置し、目視で生息有無を確認し、捕獲、確認された場合は区域外へ移動
させる。その際、転石の下も確認する。移動先は、施工区域外の砂礫や転石が分布する場所を選定する。 
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表 9-9（2） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

生

態

系

（

地

域

を

特

徴

づ

け

る

生

態

系

（

陸

域

）
）
（

続

き

）

 

工

事

の

実

施

（

造

成

等

の

施

工

に

よ

る

一

時

的

な

影

響

）

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

飛

行

場

の

存

在

、

航

空

機

の

運

航

、

飛

行

場

の

施

設

の

供

用

）

 

・陸域生態系 

 

2.上位性、典型性、特殊性の視点から見た注目種及び群集の抽出 

類型区分を踏まえ、上位性、典型性、特殊性の観点から抽出した注目

種及び群集は以下に示すとおりである。 

 

表 注目種及び群集の選定結果 

区分 該当する種及び群集 注目種及び群集 

上

位

性 

生態系の上位

にいると考え

られる種 

ハヤブサ、ハイタカ、チョウ

ゲンボウ、ノスリ、アオサ

ギ、コイタチ、ヘビ類等 

チョウゲンボウ 

ノスリ 

典

型

性 

この地域に典

型的な種・群

集 

ヤクシカ、ヤクシマザル、ヒ

ヨドリ、ヤクヤモリ、ニホン

トカゲ、ニホンカナヘビ、シ

マヘビ、ベニシジミ、キアゲ

ハ、ノコギリクワガタ、ヤク

シマアジサイ-スダジイ群集、

シイ・カシ二次林 

ヤクシカ 

ニホントカゲ 

シマヘビ 

ベニシジミ 

キアゲハ 

ノコギリクワガタ 

ヤクシマアジサイ

-スダジイ群集 

シイ・カシ二次林 

特

殊

性 

特殊環境と結

びつきが強い

種・群集 

該当種なし - 

 

イ．生態系の注目種（上位性、典型性） 

陸域生態系の注目種における予測結果の概要は、以下に示すとおりである。 

 

表 予測結果の概要 

影響要因の区分 

 

 

 

予測対象 

工事の実施 土地又は工作物の存在及び供用 

造成等の施工による一時的な影

響 

飛行場及び土砂 

採取区域の存在 
航空機の運航 

工事用照明の

使用 

資材等運搬 

車両の運行 

生息・生育地の消

失又は縮小 

航空機との 

衝突 

陸

域

生

態

系 

上位性 
チョウゲンボウ ○ - ○ ○ 

ノスリ ○ - ○ ○ 

典型性 

ヤクシカ ○ × ○ - 

ニホントカゲ ○ - ○ - 

シマヘビ ○ - ○ - 

ベニシジミ ○ - ○ - 

キアゲハ ○ - ○ - 

ノコギリクワガタ × - ○ - 

ヤクシマアジサイ

-スダジイ群集 
○ - ○ - 

シイ－カシ二次林 ○ - ○ - 

注）表中の記号は以下の内容を示す。 

○：影響は極めて小さい、×：一部が影響を受ける、-：予測対象としない影響要因 
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表 9-9（3） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

生

態

系

（

地

域

を

特

徴

づ

け

る

生

態

系

（

海

域

）
）

 

工

事

の

実

施

（

造

成

等

の

施

工

に

よ

る

一

時

的

な

影

響

）

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

飛

行

場

の

存

在

、

航

空

機

の

運

航

、

飛

行

場

の

施

設

の

供

用

）

 

・海域生態系 

 

1.類型区分 

文献その他の資料調査、6.8 動物及び 6.9 植物の結果を基に、地域を特徴づけ

る生態系について類型区分を行った。類型区分の概要は、以下に示すとおりであ

る。 

 

表 調査地域の類型区分概要 

項目 潮下帯 潮間帯 

位置 浅海域～沖合 海岸線の干出域 

特徴 低潮線より下部の干出しない

砂、砂礫、岩礁、転石等の環

境を基盤とした場 

高潮線と低潮線の間の

干出する砂礫、転石、

岩盤等の環境を基盤と

した場 

生物群

の関係 

海底にはそれぞれの基盤環境

に依存する底生動物が生息

し、小規模のサンゴ群落、藻

場が生育する。また、浮遊す

るプランクトンや群れで移動

する小魚等を魚類、甲殻類が

捕食し、さらにこれらを捕食

する鳥類が関連している。 

海浜の砂礫、転石、岩

盤等の基盤環境を生息

場とする貝類、甲殻類

等が、懸濁物やプラン

クトン等の小型の生物

群を採餌する。干潮時

には鳥類の採餌場とな

る。 
 

ア.生態系の生息・生育基盤 

海域では、土地の改変が行われないこと、「6.5 水質」の予測結果より水質の変化はほとんどない

と予測されている。また、在のプロペラ機と将来就航予定のジェット機の騒音レベルの差は、離陸時

が最も大きく、離陸地点付近で、最大で 10 数 dB 程度、上空飛行時における地上付近の騒音レベル

の差は数 dB 程度と想定される。そのため、ジェット機の飛行により、海上において、最大でも数 dB 

程度以下になると想定され、さらに海面での反射等により、海中に到達する騒音は減少することか

ら、水中の音圧は、魚類の忌避・逃避が生じるとされる 140dB（畠山ら 1997）を超えないと想定さ

れる。そのため、生息環境の変化は極めて小さいと考えられる。 

以上のことから、生息・生育基盤への影響はほとんどないと考えられる。 

 

イ．生態系の注目種（上位性、典型性） 

海域生態系の注目種における予測結果の概要は、以下に示すとおりである。 

 

表 予測結果の概要 

注）表中の記号は以下の内容を示す。  
○：影響は極めて小さい、 -：予測対象としない影響要因  

 

影響要因の区分 

 

 

 

 

予測対象 

工事の実施 土地または工作物の存在及び供用 

造成等の施工による 

一時的な影響 

飛行場及び土砂

採取区域の存在 

航空機の 

運航 

飛行場の 

施設の供用 

工事用照明 

の使用 
水の濁り 

生息地の 

消失または縮小 
騒音 水の汚れ 

海

域

生

態

系 

上位性 
ミサゴ - ○ - ○ ○ 

スジアラ - ○ - ○ ○ 

典型性 

ソラスズメダイ - ○ - ○ ○ 

オハグロガキ - ○ - － ○ 

アオウミガメ - ○ - ○ ○ 

   

2.上位性、典型性、特殊性の視点から見た注目種の抽出 

類型区分を踏まえ、上位性、典型性、特殊性の観点から抽出した注目種は以下に示すとおりである。 

 
表 注目種及び群集の選定結果 

区分 該当する種 注目種 

上位性 
生態系の上位にいると

考えられる種 
ミサゴ、クロサギ、スジアラ、ウツボ等 

ミサゴ 

スジアラ 

典型性 この地域に典型的な種 

キンギョハナダイ、オジサン、ソラスズメ

ダイ、ニザダイ、イナズマベラ、オハグロ

ガキ、アラレタマキビ、アオウミガメ 

ソラスズメダイ 

オハグロガキ 

アオウミガメ 

特殊性 
特殊環境と結びつきが

強い種・群集 
該当種なし - 
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表 9-10 環境影響評価の一覧 

環
境
要
素 

影
響
要
因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

景

観

（

主

要

な

眺

望

点

及

び

景

観

資

源

並

び

に

主

要

な

眺

望

景

観

）

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

飛

行

場

の

存

在

）

 

景観調査地点のうち、空港（滑走路延伸部等）または土
砂採取区域を視認できる地点は以下のとおりであった。 

 

調査地点 

視認状況 

空港・ 
滑走路延伸部 

土砂採取区域 

ふれあいパーク 
屋久島 

不可 不可 

空港と種子島を 
見渡せる広場 

一部可 可 

早崎炭鉱跡 不可 不可 

町営牧場 一部可 不可 

愛子岳山頂 可 可 
 

ア.主要な眺望点及び景観資源の変化 
a.主要な眺望点の変化 

対象事業実施区域及び周辺の主要な眺望地点としては、「町営牧場」、
「ふれあいパーク屋久島」及び「空港と種子島を見渡せる広場」が挙げ
られる。 

このうち「町営牧場」の一部の区域が土砂採取区域として改変を受け
る。ただし、現状では土砂採取区域からの眺望は開けておらず、眺望点
としてほとんど利用されていない。 

「ふれあいパーク屋久島」及び「空港と種子島を見渡せる広場」は対
象事業実施区域外に位置するため、眺望地点として継続的に利用でき
る。以上のことから主要な眺望点への影響はほとんどないと予測する。 
 
b.景観資源の変化 

対象事業実施区域及び周辺の景観資源として「小瀬田の海成段丘」及
び「早崎鉱山跡」が挙げられる。 

このうち、土砂採取区域が「小瀬田の海成段丘」内に位置することか
ら、地形の改変を受ける。ただし、Y2 地点及び Y5 地点からの眺望状況
に示すとおり改変を受ける可能性がある範囲は限られるため、景観資源
への影響は軽微であると予測する。 

また、「早崎鉱山跡」は改変を受ける可能性がある範囲は小さいため、
景観資源への影響は軽微であると予測する。 
 

・土砂採取範囲を決定する際には、複数の重要な
種が集中して生息していることが確認された
注目すべき生息地を避けた区域を設定する。 

 
・植生の生育基盤を整備する。なお、法面の緑化

は、在来の種の定着を促すため、栽培品種等の
植栽・播種は行わず、植生の生育基盤を確保
し、法面の侵食を防止する方法とする。なお、
一般的に在来草本類の定着には 1～3 年、先駆
性樹種の生育には 3～5年を要するとされてい
るため、この期間を目安として在来種の定着
状況を判断し、在来種の定着が見られない場
合は現地在来種の種子を採取し播種、又は苗
による緑化を検討する。  

 
・航空灯火施設等の構造物の設置にあたっては、

航空機の安全な運航を踏まえた上で、周囲の
植生を極力残すことや、色調の配慮により、地
域の自然的景観と調和するものとする。  

 
・航空灯火等の照明については、航空機の安全な

運航を踏まえた上で、照明設備の工夫や周辺
に植栽することで地上部に及ぼす照明の影響
を低減する。 

事後調査の要否 
→否（環境監視調査を実施） 
 

採用した予測手法は、そ
の予測精度に係る知見が十
分に蓄積されていると判断
でき、予測の不確実性は小
さい。また、採用した環境保
全措置については、効果に
係る知見が十分に蓄積され
ていると判断でき、効果の
不確実性は小さい。よって、
事後調査は行わないものと
した。ただし、予測の結果、
環境影響は小さいが、ター
ミナル施設の意匠等が未決
定であることから、影響の
程度の確認のため環境監視
調査を自主的に実施する。  

ア.環境影響の回避・低
減に係る評価 

 
調 査 及 び 予 測 の 結

果、並びに左記に示す
環境保全措置の検討結
果を踏まえると、飛行
場の存在に伴う景観へ
の影響については、左
記の環境保全措置を講
じることにより、回避
又は低減が期待できる
ものと考えられる。 

以上のことから、飛
行場の存在に伴う景観
への影響については、
事業者の実行可能な範
囲内で回避又は低減が
図られているものと評
価する。 

イ.主要な眺望景観の変化 
a.（Y1）ふれあいパーク屋久島 

ふれあいパーク屋久島からは海側への眺望は開けているが、対象事業実施区域（空港・土砂採取区域）方向への眺望は地形に遮られ、滑走路延伸区間及び土砂採取に伴う改
変区域を視認することはできない。また、景観資源である「小瀬田の海成段丘」及び「早崎鉱山跡」は視認できない。そのため、眺望景観への影響は生じないと予測する。 
 
b.（Y2）空港と種子島を見渡せる広場 

空港と種子島を見渡せる広場からは、地形的には全周囲への眺望が開けている。ただし、滑走路延伸区間及び土砂採取に伴う改変区域は樹林等に遮られ直接視認することは
できない。また、景観資源である「小瀬田の海成段丘」は視認できるものの改変区域が樹林等に遮られるため直接視認できない。なお、「早崎鉱山跡」は視認できない。 

そのため、眺望景観への影響は生じないと予測する。 
 
c.（Y3）早崎炭鉱跡 

早崎炭鉱跡は海側への眺望は開けているが、対象事業実施区域（空港・土砂採取区域）方向への眺望は地形に遮られ、滑走路延伸区間及び土砂採取に伴う改変区域を視認す
ることはできない。また、景観資源である「早崎鉱山跡」の露頭は至近で視認できるが、改変の計画はない。なお、「小瀬田の海成段丘」は視認できない。 

そのため、眺望景観への影響は生じないと予測する。 
 
d.（Y4）町営牧場 

町営牧場から対象事業実施区域（空港）方向への眺望は一部で開けている地点がある。この地点からは、現滑走路の一部を視認できるが、延伸区間は視認できない。 
また、町営牧場の一部の区域が土砂採取区域として改変を受ける。ただし、地形的に土砂採取区域が予定されている範囲の方向への眺望は開けておらず、改変範囲を視認で

きない。また、眺望点は景観資源である「小瀬田の海成段丘」内であるものの改変区域は樹林等に遮られるため直接視認できない。なお、「早崎鉱山跡」は視認できない。 
そのため、眺望景観への影響は生じないと予測する。 

 
e.（Y5）愛子岳 

愛子岳山頂からは、滑走路延伸区域の出現及び土砂採取区域の改変の状況を視認することができる。ただし、滑走路延伸区域までの距離は約 6 ㎞、土砂採取区域までの距離は約
4 ㎞離れており、この水平見込角の変化は、滑走路延伸区域の北側が 3.5°、南側 2.9°、土砂採取区域は 8.0°となる。このため、眺望景観の変化は視認できるものの、視野に占
める改変の程度は小さい。また、新たに出現する滑走路及び採草地は既存の景観の構成要素に含まれているものであり、眺望地点からの現況の景観の構成要素を変えるものではな
い。 

新しい空港ターミナルビルが現ターミナルビルの南側に出現することになるが、その高さは周辺の既存建築物と同程度の 2 階建ての計画であり、その垂直見込角の変化は 0.14°
とわずかなため、眺望景観に影響を及ぼすことはほとんどないと予測する。 

また、広く視認できる景観資源である「小瀬田の海成段丘」における改変範囲は限られており、影響は小さいと予測する。一方、「早崎鉱山跡」は視認できないため影響はほ
とんどないと予測する。 



 

9-22   

（1166） 

表 9-11 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

人

と

自

然

と

の

触

れ

合

い

の

活

動

の

場

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

飛

行

場

の

存

在

）

 

現地調査及び聞き取り調査等による人と自然の触れ合い

活動の場の利用状況は以下のとおりであった。 

 

調査 

項目 
調査結果概要 

人と自然と

の触れ合い

の活動の場

の分布、 

利用の状況

及び利用環

境の状況 

女川 

河口 

女川河口周辺において水遊びを行

う家族連れが確認された。確認さ

れた利用者は、河口近くまで車両

にてアクセスし、駐車位置から女

川まで徒歩にて移動を行っていた 

喜三次

川河口

部 

水生生物の観察会、環境教育及び

ロッククライミングを主催する団

体等に利用されていることが確認

された。確認された利用者は、県

道上屋久屋久線の北東側空地まで

車両にてアクセスし、駐車位置か

ら喜三次川河口部まで徒歩にて移

動を行っていた。 

早崎 

周辺 

クリスタル岬や旧早崎灯台裏の岩

場で釣り客が確認された。確認さ

れた釣り客は、釣り場近くまで車

両にてアクセスし、駐車位置から

釣り場まで徒歩にて移動を行って

いた 

屋久島 

空港 

沖合 

屋久島漁業協同組合への聞き取り

により、屋久島空港沖合はロウニ

ンアジ（GT）の釣りスポットであ

る情報が得られた。屋久島からの

釣り客だけではなく、種子島から

の釣り客も見られるとのことであ

った。また、ダイビングショップ

や観光客への聞き取りによると、

屋久島空港沖合においてダイビン

グやシュノーケリングは行われて

いないとのことであった。 
 

ア.主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布及び利用環境の改変の程度 

女川河口、屋久島空港沖合、は、対象事業実施区域から離れていることから直接改

変を受けず、活動範囲及び利用環境に変化はない。 

また、喜三次川河口部は、対象事業実施区域に近いものの、区域外にあり直接改変

を受けず、活動範囲及び利用環境に変化はない。 

なお、早崎周辺（県指定天然記念物の屋久島早崎海岸の鉱脈群）は、造成範囲の南

東端の一部で県文化財指定範囲と重複することとなり、直接改変を受けると予測する。

また、この範囲以外にも造成範囲と県文化財指定範囲が非常に近接する箇所もあるた

め、実際の施工範囲等が確定した段階で、直接改変範囲に含まれる可能性がある。こ

の範囲における施工内容は盛土造成及び進入灯設置のための基礎設置等であり、大規

模な掘削は行わない。そのため、「鹿児島県文化財調査報告書 第 61 集」（平成 27 年

3 月 鹿児島県教育委員会）に文化的価値として列挙されている鉱脈・鉱床の露頭、坑

道跡等の鉱山跡を大きく改変することなく、屋久島早崎海岸の鉱脈群の文化財価値へ

の影響は小さい（詳細は、「6.7 地形 6.7.2 予測及び評価」参照）。 

以上のことから、主要な人と自然との触れ合いの活動の場の分布及び利用環境の改

変の影響は小さいと予測される。 

 

イ.主要な人と自然との触れ合いの活動の場の利用性の変化 

女川河口及び屋久島空港沖合は、対象事業実施区域から離れており、場の改変・接

触はなく、事業の実施による利用の支障及び支障が生じる箇所は生じない。また、利

用環境は現状維持のため、利用可能な人数の変化も生じない。女川河口に至る経路に

ついては、現状のまま維持される。屋久島空港沖合は、船により進入してくることか

ら、場への移動距離・到達時間等の変化は生じない。喜三次川河口部は、対象事業実

施区域外にあり、場の改変・接触を受けない。そのため、利用環境は現状維持され、

利用可能な人数の変化は生じない。ただし、喜三次川河口部に至る経路の一部は、滑

走路延伸部（空港北西部）に該当することから、場への移動距離・到達時間等の利用

性に変化が生じる。 

また、早崎周辺の県指定天然記念物の屋久島早崎海岸の鉱脈群については、前述の

とおりであり、直接改変を受ける可能性があるが、活動の場に関する影響については

小さいことから、利用性についても同じく小さくなるものと予測される。ただし、航

空灯火の保護柵により現状の移動経路が分断されるため利用性が阻害される。 

以上のことから、主要な人と自然との触れ合いの活動の場の利用性への影響が生じ

ると予測される。 

 

ウ.主要な人と自然との触れ合いの活動の場の快適性の変化 

女川河口は、河川の水辺空間での活動であり、対象事業実施区域方面の視認性は低

い。 

次に、屋久島空港沖合は、空港延伸により改変区域が視認される可能性があるが、

当該場は、釣りスポットとしの利用場であることから水面を注視するような視点での

利用が主となる。さらに、現状の空港の延伸といった連続した平坦な構造の出現であ

ることから、全体としてあまり目につきにくい存在であると考えられる。 

喜三次川河口部について、滑走路延伸により改変区域が視認される可能性があるが、

当該場を直接改変する計画はないため、現況を悪化させないと考えられる。航空機騒

音は現況から増加するものの、環境基準値未満であると予測されることから、大きな

影響は生じないものと考えられる。 

また、早崎周辺からの景観については、海岸林により対象事業実施区域は視認でき

ない（「景観」を参照）。なお、航空機騒音は現状から増加するものの、環境基準値以

下であると予測されることから、大きな影響は相似ないものと考えられる。 

以上のことから、主要な人と自然との触れ合いの活動の場の快適性の変化はほとん

ど生じないことから、影響は小さいと予測される。 

 

・早崎鉱山跡地への通路

の遮断となる保護柵の

部分開放、または外周に

通路の整備等 

 

 

・指定文化財の範囲の施

工にあたっては、改変範

囲及び誘導灯等の設置

のための掘削深度を最

小化する施工計画を策

定する。また、可能な限

り土地改変や盛土を避

けるよう努める。 

 

・県道 77 号から喜三次川

河口部に至る現在の通

路の一部は、滑走路延伸

部に該当するため、代替

の通路の整備を検討す

る。 

事後調査の要否 

→否 

 

採用した予測手法は、そ

の予測精度に係る知見が

十分に蓄積されていると

判断でき、予測の不確実性

は小さい。また、採用した

環境保全措置については、

効果に係る知見が十分に

蓄積されていると判断で

き、効果の不確実性は小さ

い。よって、事後調査は行

わないものとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係

る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに

左記に示す環境保全措置を踏

まえると、人と自然との触れ合

いの活動の場の影響は、環境保

全措置を講じることにより、回

避又は低減がなされるものと

考えられる。 

以上のことから人と自然と

の触れ合いの活動の場の影響

については、事業者の実行可能

な範囲内で回避又は低減が図

られているものと評価する。 
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表 9-12（1） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

廃

棄

物

等

（

建

設

工

事

に

伴

う

副

産

物

）

 

工

事

の

実

施

（

造

成

等

の

施

工

に

よ

る

一

時

的

な

影

響

）

 

ア.産業廃棄物の再資源化施設・中間処理施設及び最終処

分場の状況 

 

表 鹿児島県における再資源化施設の状況（平成30年度） 

対象施設 種類 施設数 能力等 

再資源化 

施設 

建設発生土 23 324 万 m3 

アスファルト 

コンクリート塊 
53 9,127 千ｔ/年 

建設発生木材 36 1,676 千ｔ/年 

建設混合廃棄物 9 565 千ｔ/年 

出典：平成 30 年度建設副産物実態調査結果（国土交通省） 

 

表 鹿児島県における中間処理施設の状況（令和元年度） 

対象 

施設 
種類 

施設数：412 件 

処理実績 

中間 

処理 

施設 

紙くず 10 千トン/年 

木くず 161 千トン/年 

繊維くず 1 千トン/年 

金属くず 58 千トン/年 

ガラスくず 

コンクリートくず 

陶磁器くず 

168 千トン/年 

がれき類 674 千トン/年 

その他 20 千トン/年 

 

表 鹿児島県における最終処分場の状況（令和元年度） 

対象施設 施設数 残容量（千 m3） 

安定型最終処分場 29 2,797 

管理型最終処分場 2 679 

 
表屋久島町における産業廃棄物処理施設の状況 

対象施設 種類 
施設

数 

能力等 

中間処理

施設 

ガラスくず・コンクリ

ートくず、陶磁器く

ず、がれき類 

2 440ｔ/日 

廃プラスチック 1 40ｔ/日 

金属くず 1 40ｔ/日 

木くず 1 120ｔ/日 

備考：令和 5 年 3 月 31 日現在、本事業で発生する廃棄物に該当

する施設を整理 
 

ア.建設副産物の発生量等 

屋久島町及び鹿児島県における公共工事の建設副産物の実績値を踏まえた予測結果は以下のとおりである。  
廃棄物等については，関係法令に基づき適切に処理する。基本的に屋久島町内で再資源化することするが、

島内に処理施設がない建設混合廃棄物等については島外で処理する。  
これらの決定時期は工事計画の熟度が向上し、実施設計及び工事発注段階において確定する。 

 

表 予測結果（既存工作物の解体撤去による建設副産物の発生量等） 

建設副

産物の

種類 

単

位 
発生量 

屋久島町内実績（県工事 H30） 
鹿児島県内実績 

（公共工事 H30） 
予測結果 

屋久島町内 

再資源化等

率（％） 

屋久島町内 

処理施設能

力等※ 

最終 

処分量 

鹿児島県内 

再資源化等

率（％） 

発生量 
再資源

化等率 

最終 

処分量 

アスフ

ァル

ト・コ

ンクリ

ート塊 

ｔ 6,645 

100 

440ｔ/日 

0.0  

99.6 

26.6  
99.6～

100％ 

0～26.6 

m３ 4,490 0.0  18.0  0～18.0 

コンク

リート

塊 

ｔ 5,985 

100 

0.0  

99.3 

41.9  
99.3～

100％ 

0～41.9 

m３ 4,044 0.0  28.3  0～28.3 

建設発

生木材 
ｔ 18,454 100 120ｔ/日 0.0  97.1 535.2  

97.1～

100％ 
0～535.2 

金属 

くず 
ｔ 197 100 40ｔ/日 0.0  97.5 4.9  

97.5～

100％ 
0～4.9 

建設混

合廃棄

物 

ｔ 79 - - 

島外運

搬 

79 

62.1 29.9  62.1％  29.9 

建設発

生土 

ｔ 1,465,710 

18.7 

1,287,465  144,913  

81.6 

32,797  
90.1～

97.8％ 

32,797～144,913 

m３ 814,284  715,259  80,507  18,221  18,221～80,507 

※建設発生土については、施工計画に基づく現場内利用量を示す。  
 

・適切な技術指

導や工事の監

督を行うこと

等により、建

設副産物の現

場分別の徹底

を図り、建設

副産物の再資

源化を可能な

限 り 推 進 す

る。 

 

・建設副産物の

仮置き場所に

ついては、既

存空港施設内

等の人工改変

地や既知の動

植物の重要種

の生息、生育

域を除く範囲

等を自然環境

等に配慮して

選定する方針

とし、施工段

階において関

係機関と調整

して仮置き可

能な用地を選

定する。 

 

・建設発生木材

については、

建築材の有用

材として利用

可能なものは

基本的に売却

し、資源化を

図る。また、木

くずや売却で

きないものは

木材チップ等

として再利用

する。 

事後調査の要否 

→否 

 

採用した予測

手法は、その予測

精度に係る知見

が十分に蓄積さ

れていると判断

でき、予測の不確

実性は小さい。ま

た、採用した環境

保全措置につい

ては、効果に係る

知見が十分に蓄

積されていると

判断でき、効果の

不確実性は小さ

い。よって、事後

調査は行わない

ものとした。 

ア.環境影響の回避・低

減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、

並びに左記に示す環境

保全措置を踏まえると、

廃棄物の影響は、環境保

全措置を講じることに

より、回避又は低減がな

されるものと考えられ

る。 

以上のことから廃棄

物の影響については、事

業者の実行可能な範囲

内で回避又は低減が図

られているものと評価

する。 

 

 

イ.環境の保全に係る基

準又は目標との整合

性に係る評価 

 

予測結果と整合を図

るべき基準等との整合

性を検討した評価結果

は、環境の保全に係る基

準又は目標との整合性

が図られているものと

評価する。 
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表 9-12（2） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

廃

棄

物

等

（

建

設

工

事

に

伴

う

副

産

物

）

 

工

事

の

実

施

（

造

成

等

の

施

工

に

よ

る

一

時

的

な

影

響

）
（

続

き

）

 

イ．廃棄物の処理並びに処分等の状況 

 

表 調査結果（鹿児島県における建設副産物の発生量等） 

単位：千ｔ/年 

建設副産物 

の種類 
発生量 

現場内利用量・ 

減量化量 

搬出量 

再資源化率 
再資源化 減量化 

最終 

処分 

アスファルト 

コンクリート塊 
229.4 0.4 228.1 0 0.9 99.6％ 

コンクリート塊 235.9 40.2 194.3 0 1.4 99.3％ 

建設発生木材 72.2 0.3 58.1 11.7 2.1 97.1％ 

建設混合廃棄物 1.2 0 0.6 0.1 0.5 62.1％ 

廃プラスチック 1.1 0 0.6 0.2 0.3 74.3％ 

金属くず 3.8 0 3.7 0 0.1 97.5％ 

建設発生土 3,933.2 2,553.7    81.6％※ 

注）鹿児島県内における公共土木工事の合計の発生量等を用いた。 

  四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。 

  ※建設発生土は、有効利用率を示す。 

出典：「平成 30 年建設副産物実態調査結果」（国土交通省） 

 

表 調査結果（屋久島町における建設副産物の発生量等） 

単位：ｔ/年 

建設副産物の種

類 
発生量 

現場内利

用量・減

量化量 

搬出量 再資源化

等率 

（搬出量

ベース） 
再資源化 

減量化

（縮減） 

最終 

処分 

アスファルト・ 

コンクリート塊 
668,504 0 668,504 0 0 100％ 

コンクリート塊 524,120 0 524,120 0 0 100％ 

建設発生木材 701,000 0 701,000 0 0 100％ 

建設混合廃棄物 - - - - - - 

金属くず 11,510 0 11,510 0 0 100％ 

建設発生土 32,288,940 3,779,340    7.8％※ 

注）屋久島町内における鹿児島県発注の公共土木工事の合計の発生量等を用いた。  
四捨五入の関係で合計が合わない場合がある。  
※建設発生土は、有効利用率を示す。  

出典：「平成 30 年度屋久島町内廃棄物処理実績」（鹿児島県資料）  
 
 

イ．建設副産物の種類毎の処理状況 

a. アスファルト・コンクリート塊、コンクリート塊 

滑走路の延伸及び既存施設の撤去、解体等に伴い発生する、アスファルト・コンクリー

ト塊、コンクリート塊、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び「建設工事に係る資材

の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」に基づき、産業廃棄物処理業者に委託

し、中間処理施設で処理を行い、再資源化に努めるとともに、再資源化が困難なものにつ

いては最終処分場で埋立処分する。屋久島町及び鹿児島県における中間処理施設では十分

な処理能力を有しており、平成 30 年度の実績で屋久島町内では 100％、鹿児島県内では、

99.6％のアスファルト・コンクリート塊、99.3％のコンクリート塊の再資源化等が図られ

ていることから、適正に処理・処分することができると予測する。 

b. 建設発生木材 

建設工事に伴う建設発生木材については、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」に基づき、産業廃

棄物処理業者に委託し、中間処理施設で処理を行い、再資源化に努めるとともに、再資源

化が困難なものにつては、破砕・焼却し、最終処分場で埋立処分する。屋久島町及び鹿児

島県における中間処理施設では十分な処理能力を有しており、平成 30 年度の実績で屋久

島町内では 100％、鹿児島県内では 97.1％の建設発生木材の再資源化等が図られているこ

とから、適正に処理・処分することができると予測する。 

c. 金属くず 

撤去工事に由来する金属くずについては、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」及び

「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」に基づき、産業廃

棄物処理業者に委託し、中間処理施設で処理を行い、再資源化に努めるとともに、再資源

化が困難なものについては、最終処分場で埋立処分する。屋久島町及び鹿児島県における

中間処理施設では十分な処理能力を有しており、平成 30 年度の実績で屋久島町内では

100％、鹿児島県内では 97.5％の金属くずの再資源化等が図られていることから、適正に

処理・処分することができると予測する。 

d. 混合廃棄物 

既存工作物の解体撤去により発生する混合廃棄物ついては、「廃棄物の処理及び清掃に

関する法律」及び「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」

に基づき、産業廃棄物処理業者に委託し、中間処理施設で処理を行い、再資源化に努める

とともに、再資源化が困難なものにつては、最終処分場で埋立処分する。屋久島町には建

設混合廃棄物の処理施設がなく島外での処理が想定されるが、鹿児島県における中間処理

施設では十分な処理能力を有しており、62.1％の混合廃棄物の再資源化等が図られている

ことから、適正に処理・処分することができると予測する。 

e. 建設発生土 

滑走路の延伸及び既存施設の撤去、解体等に伴い発生する、建設発生土については、工

事間流用等による有効利用を行い、再利用に努めるとともに、再利用が困難なものにつて

は最終処分場で埋立処分する。本事業の施工計画に基づく現場内での有効利用及び、屋久

島町内及び鹿児島県内実績に基づく工事間流用等の有効利用を図ることにより、発生量の

90.1～97.8％が有効利用できるものと予測されることから、適正に処理・処分することが

できると予測する。 
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表 9-12（3） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

廃

棄

物

等

（

飛

行

場

の

施

設

の

供

用

に

伴

う

廃

棄

物

）

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

飛

行

場

の

施

設

の

供

用

）

 

ウ. 屋久島空港における廃棄物等の種類及び

量並びに処分等の状況 

 
屋久島空港における廃棄物等は、主に事業

系一般廃棄物で、可燃物やペットボトル等の

資源化物が少量であり、一般廃棄物として屋

久島町の一般廃棄物処分施設にて処理、処分

されている。また、産業廃棄物として、浄化

槽汚泥等の施設の運営、維持管理による産業

廃棄物の発生がある。 

 

屋久島空港における廃棄物等は、主に事業系一般廃棄

物で、可燃物やペットボトル等の資源化物が少量であ

り、現在は、一般廃棄物として屋久島町の一般廃棄物処

分施設にて処理されている。 

また、し尿及び浄化槽汚泥等の施設の運営、維持管理

による廃棄物の発生があるが、現況において適正に処理

されている。ここで、空港利用客の増加に伴い、これら

の廃棄物が現状より増加すると想定されるが、航空機の

増便は 1 便の往復であり、また、廃棄物の種類は変わら

ないことから、現状と同様に適正に処理できるものと予

測する。 

・空港関連施設における一般廃棄物の分別

を図るため、分別ゴミ箱の設置を継続し、

ビン、カン、ペットボトル等のリサイクル

を推進する。 

 

・刈草や伐採木等は、家畜の飼料・堆肥等へ

の活用や木材チップ等としての有効活用

を推進する。 

 

・商品購入や工事発注の際に、「グリーン購

入法」に準じて定めたコピー用紙や文具、

OA 機器等の物品や役務等の品目について

のグリーン購入を進めるとともに、他の

物品についても、「エコマーク」や「GPN エ

コ商品ねっと」掲載商品等、環境に配慮し

た製品を選んで購入するように努める。 

事後調査の要否 

→否 

 

採用した予測手法は、その予測精度に係

る知見が十分に蓄積されていると判断で

き、予測の不確実性は小さい。また、採用し

た環境保全措置については、効果に係る知

見が十分に蓄積されていると判断でき、効

果の不確実性は小さい。よって、事後調査は

行わないものとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記に

示す環境保全措置を踏まえると、廃棄

物の影響は、環境保全措置を講じるこ

とにより、回避又は低減がなされるも

のと考えられる。 

以上のことから廃棄物の影響につい

ては、事業者の実行可能な範囲内で回

避又は低減が図られているものと評価

する。 
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表 9-13（1） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

温

室

効

果

ガ

ス

等

（

二

酸

化

炭

素

）

 

工

事

の

実

施

（

建

設

機

械

の

稼

働

、

資

材

等

運

搬

車

両

の

運

行

）

 

 工事の実施によって対象事業実施区域から排出され

る温室効果ガスは建設機械の稼働 11,776tCO2、資材運搬

車両等の走行 1,073tCO2 と予測され、工事期間中に排出

される温室効果ガスは合計 12,849tCO2 と予測される。 

施 工 期 間 の 各 年 の 最 小 値 ～ 最 大 値 で は 550.1 ～

2502.1tCO2/年であり、鹿児島県全体の令和 2 年度の温

室効果ガスの総排出量 11,808 千 tCO2/年に対し最大で

0.02％程度である。 

 

表 温室効果ガス予測結果（工事の実施） 

項目 
温室効果ガス 

（tCO2） 

建設機械の稼働 11,776 

資材等運搬車両の運行 1,073 

合計 12,849 
 

・効率的な施工計画や建設機械の省エネ運転の励行等

の温室効果ガスの削減対策に努める。  
 
・排出ガス対策型が普及している建設機械について

は、原則これを使用する。 

 

・排出ガス対策型が普及している資材等運搬車両につ

いては、原則これを使用する。 

 

・建設機械、資材等運搬車両の整備不良による温室効

果ガスの増加を防止するため、整備・点検を徹底す

る。 

 

・アイドリングストップの徹底や空ぶかしの禁止、建

設機械に過剰な負荷をかけないよう留意する等、工

事関係者に対して建設機械の稼働方法の指導を行

う。 

 

・工事関係者に対し可能な限り公共交通機関の利用及

び乗合通勤を奨励する。 

事後調査の要否 

→否 

 

採用した予測手法は、その予測精度に係る知

見が十分に蓄積されていると判断でき、予測の

不確実性は小さい。また、採用した環境保全措

置については、効果に係る知見が十分に蓄積さ

れていると判断でき、効果の不確実性は小さ

い。よって、事後調査は行わないものとした。 

 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記に

示す環境保全措置を踏まえると、温室

効果ガス等の影響は、環境保全措置を

講じることにより、回避又は低減がな

されるものと考えられる。 

以上のことから温室効果ガス等の影

響については、事業者の実行可能な範

囲内で回避又は低減が図られているも

のと評価する。 
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表 9-13（2） 環境影響評価の一覧 

環

境

要

素 

影

響

要

因 

調査結果 予測結果 環境保全措置 事後調査 評価結果 

温

室

効

果

ガ

ス

等

（

二

酸

化

炭

素

、

そ

の

他

の

温

室

効

果

ガ

ス

）

 

土

地

又

は

工

作

物

の

存

在

及

び

供

用

（

航

空

機

の

運

航

、

飛

行

場

の

施

設

の

供

用

）

 

 航空機の運航及び飛行場の施設の供用に伴う温室効果ガス等の排出量は、現況

約 6,493ｔCO2/年に対し、将来は約 13,651ｔCO2/年で、約 7,159ｔCO2/年の増加と

予測した。この増加量は、鹿児島県全体の令和 2 年度の温室効果ガスの総排出量

11,808 千 tCO2/年に対して 0.06％程度である。 

 

表 航空機の運航及び飛行場の施設の供用に伴う温室効果ガス等の排出量 

項目 排出物質 

温室効果ガスの 

排出量（tCO2/年） 増加分 

（tCO2/年） 
現況 将来 

航空機の運航 

二酸化炭素 6,356.6 13,466.0 7,109.4 

メタン 21.9 27.4 5.5 

一酸化二窒素 87.0 108.8 21.8 

空港施設の燃料消費 二酸化炭素 27.2 49.2 22.0 

合計 6,492.7 13,651.4 7,158.7 
 

・効率的な施設整備や飛行場の運用方法の検討

により、航空機地上走行時間が短縮されるよ

う配慮する。 

 

・空港関連車両からの温室効果ガスの排出量を

抑えるため、低公害車（電気、ハイブリッド、

プラグインハイブリッド、天然ガス、燃料電

池、クリーンディーゼル、低燃費・低排出ガス

認定車（ガソリン、ディーゼル、LPG））の導入

促進を図る。 

 

・急発進や急停車をしない、不要なアイドリング

の削減等の「エコドライブ」について、空港利

用者への呼びかけを行う。 

 

・新設する航空灯火及び滑走路延伸に伴い移設

が必要な航空灯火については，本事業に併せ

て LED 化を行う。 

 

・旅客ターミナルビル等における設備更新計画

に合わせ、LED をはじめとする高効率照明の導

入を推進する。また、広告ボードやバックライ

トにおいても LED 照明の採用を進める。 

 

・「エネルギー使用の合理化等に関する法律」に

基づいた対策の実施等により、空調・電力等の

効率運用を図る。 

事後調査の要否 

→否 

 

採用した予測手法は、その予測精

度に係る知見が十分に蓄積されて

いると判断でき、予測の不確実性は

小さい。また、採用した環境保全措

置については、効果に係る知見が十

分に蓄積されていると判断でき、効

果の不確実性は小さい。よって、事

後調査は行わないものとした。 

ア.環境影響の回避・低減に係る評価 

 

調査及び予測の結果、並びに左記

に示す環境保全措置を踏まえると、

温室効果ガス等の影響は、環境保全

措置を講じることにより、回避又は

低減がなされるものと考えられる。 

また、前項に示す環境保全措置は、

空港の脱炭素化の推進にも寄与す

る。 

以上のことから温室効果ガス等の

影響については、事業者の実行可能

な範囲内で回避又は低減が図られて

いるものと評価する。 

 


